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はじめに

　平成25年（2013）10月3日に、尾崎治夫会長からいただいた諮問内容は、「喫煙率低

下に向けて、我々医療職がすべきこと」であった。

　当委員会では、月1回の委員会ならびに委員間でのメールを通じて、1年半に渡って

検討を重ねてきた結果、以下のとおり答申をまとめたので報告する。

　東京オリンピック・パラリンピックが2020年に開催されることになったことを受け

て、国際オリンピック委員会（10C）と世界保健機関（WHO）の協定に基づき、東京

に受動喫煙防止条例を制定しなければならないことになった。

　また、東京オリンピックの会場は、競技によって千葉、埼玉、神奈川、静岡などの

近県に分散する予定であり、特にサッカーは全国各地で開催されることが決定してい

るため、東京都だけの条例ではなく、国としての法律として制定されることが求めら

れている。

　東京都医師会は、オリンピックに向けて東京都歯科医師会、東京都薬剤師会ならび

に東京都看護協会とも連携を取りながら、積極的に東京都に対して受動喫煙防止対策

に関して、正しい情報提供をしたいと考えている。

　受動喫煙対策の必要性もさることながら、日本では喫煙の有害性に関しても、

まだまだ国民の理解が不十分であり、喫煙率低下に向けた取り組みの必要性が今後さ

らに増してくるものと思われる。

　東京都医師会としても、喫煙率低下に向けた取り組みを加速させ、禁煙支援のみな

らず、若者への喫煙防止教育にも、学校の先生方との連携を深めながら、さらなるア

プローチを実施して行く予定である。

平成29年3月31日

東京都医師会タバコ対策委員会

　　　　委員長　　村松　弘康



【総　論】喫煙率低下に向けて、我々医療職がすべきこと

1．先進国の喫煙率10～15％に向けて今我々がなすべき事

アドバイザー　作田　学
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　いま我々がいるところ

先進諸国の喫煙率

諸外国の大麻の喫煙率：厳しい法制がなければこれが限界

禁煙推進勢力が究極の目標とするところ

1．あらゆるチャンネルを通じてGlobal　scienceを伝える（テレビ、ラジオ、新聞、講

　習会、パンフレット）事が大切である。

　JTの反宣伝に医学部や他学部の［教授］を使っているが、臨床の教授はいない。

　我々が喫煙科学研究財団を把握しているので、誰も使えなくなっている。

2．タバコに手を出させない（大学、短大などの禁煙を進める）教育。小中高校への

　出前教育を現在行っているが、これをさらに進める。

　タバコに手を染めるのは大学などでが多いが、構内禁煙の大学が増えている。

3．現喫煙者の構造・性格を知り、対策を。

　会社などでの禁煙講演、禁煙運動も大切である。

　現在タバコを吸っているのは、late　m司orityの一部と、　raggedと言われる層であり、

比較的経済的に貧しく、教育程度が低く、理解力が乏しい。
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4．外来・病棟での禁煙勧奨。禁煙外来、薬局での禁煙推進（認知行動療法）。

　あらゆる機会を捉え、禁煙勧奨あるいは禁煙治療をおこなう。

　また、職種ごとの禁煙推進を考えることも大切である。

　さらに、求められれば会社などに行き、禁煙講習をおこなうべきである。

5，オリンピックを機に世界水準のタバコ規制・受動喫煙防止を。

　オリンピックを機に、東京に世界水準の受動喫煙防止条例をめざす。

　次に、そこから全国へ拡げて行く。JTの主張に対して科学に基づく反論をおこなう。

6，禁煙をして、恨む人は一人もいない。

　禁煙ができて、恨む人は一人たりともいない。家族も感謝する。

　この運動のもっとも良いところである。

　ブラジルでは画像による健康警告、タバコの値上げによって、25歳未満の教育水準

の低い層を先頭に、全体に喫煙率を低下させる事に成功している。

　1989年に国民全体で35．2％男性40％の喫煙率が、2003年には国民全体で22．8％男性

で26％，2013年には国民全体で15．0％男性18％、さらに2016年には国民全体で10．4％に

まで低下させた。

Tbbacco　control　doi，10．1τ36

　　　　　フラジルでの成功
　　　　　　　　　　■男性　　　　　　■女性　　2008－2013
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画像による健康警告、タバコの値上げによって、

25歳未満の教育水準の低い層など全体に低下した。
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　教育水準の低い層だからといって、あきらめることはまったく無い。

彼らこそ、画像による健康警告やタバコパッケージの値上げにもっとも良く反応する

ということが見事に証明されている。

　我々も、ブラジルの成功に学び、財務省への訴えを強めていくべきである。

また、パッケージには無理であっても、ポスターを積極的に使い、彼らの眼に止まる

ようにする。できれば、すべての喫煙所にブラジルの画像を貼りだしたく思う。

タバコの健康警告表示と値段を上げるだけで、

　　　　　　教育水準の低い層も救われる
　　70．0

56．0

42．0

2＆0

14．0

0

拘置者 生保受給者　　　く200万円 ＞600万円

拘置者：2013年警察庁発表。全国の拘置者16000人のうち、61％が喫煙者。

生保受給者1富田ら、禁煙会誌2016

年収と喫煙率1厚生労働省2011年報告。
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1，医療職をはじめとする多職種連携・協働の必要性

委員長　村松　弘康

1．タバコ対策の必要性

　我が国の死因の第一位は「がん」であり、死因の約3割を占める（図表1）。

　がん治療には膨大な医療費がかかり、医療経済の破綻を来たしかねない事態となっ

てきている。国民皆保険制度を守るためにも、国民病とも言えるがんへの対策は、日

本にとって最重要課題の一つとなった。

（図表1）

　　　COPD　1．2％
大動脈瘤・解離L3％
　　　　自殺L8％
　　　腎不全L9％
　不慮の事故3．0％

脳血管疾患

　8．7％
肺炎
9，4％

性新生物
28．7％

　平成19年4月に「がん対策基本法」が施行され、同年6月に「がん対策推進基本計画」

が策定された。5年後の平成24年6月に、基本計画の見直しが実施され、国の施策とし

て初めて喫煙率の具体的目標値が定められた。

　平成22年の喫煙率が19．5％であり、そのうちの37．6％がタバコをやめたいと答えてい

たことから、タバコをやめたい人たちが、すべて禁煙を達成した場合を想定し、「喫

煙率12％を平成34年までに達成する」とされたのである。

　平成28年11月4日に厚生労働省が発表した国民健康・栄養調査では、現在の日本人

の喫煙率は18．2％であり、このままでは平成34年までに目標である喫煙率12％を達成

することは難しい見通しとなってきている。やめたい人たちが禁煙できずにいる状況

が浮き彫りになったわけであり、さらなるタバコ対策の必要性が再確認されたところ

である。

　また、平成28年9月2日に厚生労働省「喫煙の健康影響に関する検討会」の報告書（通

称タバコ白書）が15年ぶりに改訂され公開された。今回、国内外の論文1600件ほどが
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解析された結果、現在22種類の病気や病態と、喫煙の因果関係が「確実」とされた。

同時に、6つの病気・病態と受動喫煙の関係も「確実」とされ、その中には「乳幼児

突然死症候群」も含まれている（図表2）。

　喫煙者のみでなく、受動喫煙により周囲の子供たちまでもが、様々な疾患の犠牲と

なっていること、さらに医療経済への負担を増すことなどを考えると、医療従事者と

して確固たるタバコ対策が必要であることを再認識させられる。

（図表2）

”　二え　・・　　　　、 吉：、一一 Dち　’…　　護

〈喫煙との関係が「確実」なもの〉 〈受動喫煙との関係が「確実」〉

・がん（10ヵ所のがんで「確実」）★ ・肺がん

・がん死亡 ・虚血性心疾患

・がん患者の2次がん罹胞 ・脳卒中

・虚血性心疾患 ・臭気・鼻への刺激感

・脳卒中 ・小児噌息

・腹部大動脈瘤 ・乳幼児突然死症候群（SIDS｝

・末梢の動脈硬化症 （受助喫煙、妊婦の喫煙）

・慢性閉塞性肺疾息（COPD）

・呼吸機能の低下

E結被による死亡

E2型糖尿病の発症

惜㌶～二雄。碗L．塾懸騨“壁旦剛

・歯周病 厚生労抽省「たばこ白書」平戚28年8月31臼

・　ニコ　ン
唄燈と●康（唄畑の恒●影響に國する検射会報皆書）

@　　　　　　　　　‘
‘　　A　　A　，　　P

2．多職種連携の必要性

　喫煙習慣の本質はニコチン依存症であり、本人の意志だけで長期間の禁煙を持続で

きる喫煙者は、ごくわずかであることが明らかになっている。すなわち、あと5年で

喫煙率12％を達成するためには、禁煙を希望する喫煙者に対して、医師だけでなく各

医療従事者が、しっかりとした禁煙治療・指導を提供できる知識やスキルを身につけ

ておくことが極めて重要となる。

　喫煙や受動喫煙の有害性が、ここまで明らかになっているにもかかわらず、いまだ

に禁煙や受動喫煙防止に対して積極的に取り組もうとしない医療従事者が多いこと

も、実は喫煙率が低下しない大きな要因となっている。東京都医師会では、この状況

を極めて深刻な事態と考えており、タバコ対策委員会を設置して、多職種連携・意識

共有の場として活動している。

　喫煙者に対して、正しい禁煙治療・指導ができるスタッフを育成するために、多職

種で意識共有をしながら連携を深めて行く必要がある。
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3，多職種協働の必要性

　医療従事者を含め、多くの国民がタバコ対策の必要性を過小評価してしまう原因と

して、タバコ産業側のメディアや行政への影響力の強さが挙げられる。喫煙や受動喫

煙の有害性が、マスコミなどのメディアを通じて、しっかり国民に情報開示されてお

らず、いまだに「タバコは嗜好品」「喫煙する権利」などとタバコ産業側と同様の言

葉を口にする医療従事者が多数いるのが現実である。

　また、タバコ対策を推進するべき行政側が、タバコ産業との利益相反を持つことか

ら、日本ではタバコ対策がまったく進まないという現実がある。日本は日本たばこ産

業（∫T）が、かつて専売公社としてタバコ販売を行ってきた歴史があり、現在も株式

の30％以上を国（財務省）が保有している国有会社であるために、タバコ税や株主配

当金を得る国から保護されてしまっている。

　専売公社がJTとして民営化されるにあたって、昭和59年8月10日に制定された「た

ばこ事業法」（昭和59年法律第68号）の中では、第一章の第一条にて「我が国たばこ

産業の健全な発展を図り、もって財政収入の安定的確保及び国民経済の健全な発展に

資することを目的とする」とされ、この記載はタバコの有害性がここまで解明された

現在でも訂正されていない。

　さらに、国際社会の中でもタバコ規制は常識となり、WHOが定めている国際条約

「タバコ規制枠組条約」には、日本を含めて世界180ヵ国が批准しているが、日本で

は同条約に沿ったタバコ規制を何ら実施していない（図表3）。

（図表3）

1憐

く
■⇒L醐3－）■■⇒囮
　　　　WHOrepon　omhegbbal　tobacco　epidemに2015
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　このような現状を変えて行くためには、医療従事者である我々が、一致団結して現

状を打破して行くための協働をして行く必要がある。今回、この第一歩として、平成

28年10月29日30日に東京で開催された第10回日本禁煙学会学術総会（大会長は東京都

医師会の尾崎治夫会長）にて、合同シンポジウムを実施することができた。

　医師会、歯科医師会、薬剤師会だけでなく、教育現場から養護教諭の先生にも加わ

って頂き、タバコ対策に対する協働姿勢を示したことは、内外に向けてひとつのモデ

ルケースを提示できたものと考える。今期の東京都医師会タバコ対策委員会にとって

大きな収穫となった本経験を生かし、今後もさらなる協働体制を確立したい。各団体

の先生方のご理解とご支援に心から感謝したい。
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【各　論】1，第10回日本禁煙学会学術総会での合同シンポジウム開催

　　　　　　　について

1．東京都医師会「各医療関係団体（四師会）の取り組みと連携について」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　副委員長　坂井　典孝

　東京都医師会では平成23年にタバコ対策委員会を設置、禁煙推進のための行動指針

を記した禁煙宣言の発表〈参考資料1＞、タバコQ＆Aの作成、学校医用防煙教育スラ

イド作成、タバコ対策に関する各地区医師会での委員会設置の推進などの活動をはじ

め、受動喫煙防止条例制定に向けた活動ならびに都民への啓発活動を行ってきた。こ

うした中、受動喫煙防止に関する条例制定や都民への啓発を推し進める上では、医療

関係団体が一丸となって行動することが大変重要であるとの認識にたち、平成25年か

らは委員会に東京都歯科医師会、東京都薬剤師会、東京都看護協会代表者がオブザー

バーとして、平成27年からは委員会メンバーとして参加、積極的な意見交換や情報共

有等を行ってきた。また、児童生徒への喫煙防止教育く以下防煙教育と呼称〉の重要

性を鑑み、学校教育現場で活動している養護教諭にも新たなメンバーとして参加して

いただている。

　こうした状況のもと喫煙率低下に向けて、医師（医師会）としてなすべきことはま

さに前述した禁煙推進のための行動指針に要約されており、その実践に向けては全地

区医師会にタバコ対策に関する委員会を設置することが必須と考えられる。特に喫煙

者の禁煙への動機付けの場として、禁煙推進のための行動指針4．にも掲げたように禁

煙外来設置医療機関を増やすことは重要で、そのためにも地区医師会の果たす役割は

大きいと考えられる。これまでも会長協議会や諸々の医師会関連行事に際し、各地区

医師会役員へ設置の呼びかけを行い、着実に委員会設置の医師会は増えてきており、

また、各地区医師会でも各種医療関係団体や行政と協働でタバコ対策関連の行事を行

う医師会も出てきているのが現状である。しかしながら、喫煙率低下に向けて即効性

のある受動喫煙防止条例制定に関しては、その最大の機会である2020年（平成32年）

東京オリンピック・パラリンピックの開催は間近に迫ってきており、早急に委員会設

置数を増やすことが喫緊の課題ともいえる。そのためには、例えば医師会が中心とな

って他医療関係団体、行政、市民と連帯して活動を開始している調布市医師会のよう

な地区医師会の具体的な取り組みを、都医ニュースで大々的に取り上げたり、都医ホ

ームページで目立っように掲載したりするなど、委員会未設置地区医師会にさらに積

極的にアピールしていくことも重要であると思われる。また、今一度地区医師会を通

じて医師会会員にタバコに関するアンケート調査を行うなど、地区医師会を巻き込ん

での協働行動を行うことも委員会設置の動機付けになる可能性があり、大切であると

考えられる。

　一方、禁煙推進のための行動指針6．に掲げたように、他の医療関係団体との協働行

動は大変重要であり、今回その一環として平成28年10月30日、第10回日本禁煙学会学
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術総会において特別企画II“タバコのない社会を目指して”と題した多職種合同シンポ

ジウムを開催した。最初に医師会として“多職種連携を基盤にしたタバコのない社会

を目指す医師会の取り組みについて”という題で、これまでの本委員会の活動内容の

紹介や現状の活動報告、次いで医療関係団体を中心とした多職種連携構築に向けた活

動の現況や今後の活動の方向性等に関して発表した〈内容のスライドの一部を参考

資料2に掲載〉。歯科医師会、薬剤師会、看護協会、養護関係者の順で発表（内容は

本答申の各項で後述）の後、尾崎会長の司会のもと時間制約がある中、各団体の喫煙

状況や活動状況の確認や協働行動の可能性などを含め諸々の活発な討論が行われ、今

後の各団体の連携強化にも大いに役立つものとなった。

　ところで、本委員会活動等を通して都レベルでの他の医療関係団体との横の連携は

構築できつつあるが、さらに強固なものにしていくためには、各々の団体の活動内容

を相互に紹介し、他団体の会員にも周知できるようなシステム作りを行うことも必要

と考えられる。さらに、今後は医療関係団体が各々の下部地区団体との縦の関係をし

っかりと構築していく必要性があり、そのためには都の各医療関係団体が相互に協力

して手助けしていくことも重要であると思われる。世界禁煙デーに因んだ一般の方向

けの協同行事等を定期的に行っていくことも一例として挙げられる。また、各医療関

係団体の連携が強化することは、例えば喫煙者の歯周病患者さんを診察した歯科医か

らの禁煙外来紹介や、薬剤師による処方薬局での喫煙者チェックからの禁煙外来への

紹介、あるいは患者さんに接する機会の多い現場看護師からの禁煙外来受診の勧めな

ど、喫煙率低下への波及的効果も期待される。

　さて、喫煙率低下に向けては学校現場での防煙教育は非常に重要で、将来の喫煙者

を生み出さないことが喫煙率低下への直接効果になるばかりでなく、現喫煙者の親の

禁煙に繋がる可能性もある。現時点で養護教諭を中心とした学校関係者と学校医との

連携のもと防煙教育が上手く実践されているかということに関しては、まだまだ不十

分と言わざるを得ない現状があり、今後は小児科医会や学校医会とも情報共有を行い

ながら、医師会が率先して学校医の啓蒙を推し進め、さらには学校歯科医、学校薬剤

師とも連携し、教育委員会も含めた学校関係者への働きかけも強化しながら防煙教育

を推し進めていく必要性があり、この際、以前作成した防煙教育用スライドの活用等

も有用なツールであろうと考えられる。

　最後に、新型タバコ推進への方針転換新たな施策を打ち出しているタバコ関連産業

に対し、喫煙率低下に向け、我々医師（医師会）としても柔軟かつ早急に対処すべく

禁煙学会等の医療系専門学会との連携をさらに強化し、自らの啓蒙に努め、今まで以

上に迅速な対応が求められていると思われる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参考資料1

　　　　　　　　　〈禁煙推進のための行動指針＞

1，東京都医師会会員は医師としての自覚を持って、禁煙を推進し、最終的に医師お

　よび医療スタッフの禁煙率ゼロを目指す。

2，医師会館はすべて敷地内完全禁煙とし、東京都医師会会員の施設も敷地内完全禁

　煙を目指す。また出入りする人々にも積極的に禁煙を勧奨する。

3．患者さんが受診する際には、問診内容に必ず喫煙に関する項目を加え、禁煙を希

　望する方には、適切な治療を施すかあるいは治療施設を紹介する。

4．地区医師会と協力して、保険で治療を受けられる禁煙外来施設を増やす。

5．禁煙教育や受動喫煙防止のために、社会に向けて正しい知識の啓発や広報活動を

　行う。

6，地区医師会、道府県医師会や医療団体および禁煙推進団体と連携し、「タバコによ

　る健康被害のない社会」を実現するよう努力する。

7，小中高生に対しては、学校医を通じてさらなる禁煙啓発を、大学生に対しては、

　キャンパス内での禁煙活動を積極的に広めていく。

8，若年者や女性の喫煙防止のため、禁煙外来の保険適応拡大等、効果的施策の実施

　を求めていく。
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参考資料2

東京都タバコ対策委員会の歩み

i’第1繭’（平歳2S年逐4荏産）』’’’’’”

i第2期　（平成25年・26年度）

i第3塑（旦塵Zフ窪39缶塗≦望在〉）

　　各委員金への賠間内春

第1期：受動喫煙防止条例制定を視野に入れた東京都の総含的な

　　　タバコ対策の実施

算2期：愛助喫煙防止条例制定に向けた医療関係団体の取り組轟

　　　及び都民への啓発

第3期：喫煙率低下に向けて．激々医療職がなすべきごと

　　　　　東京都タバコ対策委員会の活動（ユ）

・平成23年タバコ対策委員会設置

“受動喫煙防止条例制定を視野に入れた東京都の総合的なタ
バコ対策の実施”

東京都タバコ対策委員会の活動（1）

タバコQ醐の繊 タバコQ＆A

　　　　　東京都タバコ対策委員会の活動（2）

～受動喫懐防止条例制定に向けた医療閲係団体の取り組みおよび都民への啓発～

・医療関係団体を中心とした多職種連携の構
　築

　地区医師会でのタバコ対策1関する委員会
　の設置の推進

　都民への啓発を行うにあたって、都内各施設
　での受動喫煙の現状調査と分析

　　　　　　東京都タバコ対策委員会の活動（2）

～畳動喫煙防止条例鮒定に向けた医僚閲係団体の取リ組みおよび都民への啓発～

　　　　　　ぐ蕉房オグンεツク・！’ラツンとツク聾堰決定〉

1〕他の医療闘係団体との連携強化の一環として、タバコ対策委員会に参加、

情報共有や意見交換する中で、共筒行動をとりやすい環填整備

3）都民への啓発の一環としてアンケート形式で受動喫煙の現状阻査を実施

　　　　　　　　　　　　　　母
く医僚施殴〔痢院箒）、公共施設《区■庁舎等L教育施股〔大学悟）、ホテル・飲食店等〉
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東京都タバコ対策委員会の活動く現在〉（3）

オリンピック・パラリンピックを契機に

　　　　　　スモークフリー化へ向けた連携行動

子供たちへの禁煙教育の重要性から、養護教諭の先生にもアドバイザーとし

て加わっていただき、学校現場の実情のより詳細な把握並びにさらなる具体

的施策の検討

教育関係
（養護教諭等）

　東京都
歯科医師会

地区歯科
医師会

口

東京都

医師会

地区

医師会

東京都

看護協会　灘羅地区看護
　　　　　　　　協会

東京都

薬剤師会

　地区
薬剤師会
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2．東京都歯科医師会　　「歯科からの禁煙支援　一歯科医師会の取組一」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員　高野　直久

　2020年に行われるオリンピック・パラリンピック東京大会に向けて、今日において

様々な動きが行われ、競技施設や交通手段などの議論もある。近年行われているすべ

ての開催都市においては、少なくとも「たばこフリー」の環境整備が求められている。

開催国となる日本においても厚生労働省を中心に受動喫煙防止の立場から屋内禁煙

が検討されている状況である。

　平成14年より東京都歯科医師会においては、東京都8020運動推進特別事業禁煙支援

プログラム研修会として、東京都医師会の協力の下に作成した禁煙支援プログラムに

則り研修会を開催している。

　平成18年には禁煙支援プログラム研修会以外にも、東京都8020運動推進特別事業禁

煙支援フォーラムを開催している。来賓挨拶には、社団法人東京都医師会代議員会議

長　柳内　嘉先生、趣旨説明には、社団法人東京都歯科医師会理事　高野　直久、基

調講演「一般臨床における禁煙支援」東京衛生病院名誉院長　林　高春先生をお迎え

して開催した。フォーラムのテーマとしては「かかりっけ歯科医から見た禁煙支援と

医科との連携について」であり、パネリスト講演として、①「喫煙と歯周病」慶磨義

塾大学医学部歯科口腔外科学教室教授中川種昭先生、②「かかりつけ歯科医の禁

煙支援」花島歯科医院　花島　直樹先生、③「医科からみる禁煙支援」社団法人東京

都医師会理事　今村　聡先生、④「東京都のたばこ対策について」東京都福祉保健局

保健政策部健康推進課長　福内恵子先生　以上4名にて行われた。

　平成19年には、禁煙支援都民向け講演会を、『ご存知ですか？タバコとお口の健康』

というテーマで、フジテレビアナウンサー藤村さおり氏の司会にて開催している。

講演は2題として、講演1「禁煙に挑戦してみませんか？」東京衛生病院名誉院長林

高春先生、講演H「診療室における禁煙支援の実際」森岡歯科医院森岡俊介先生に

て行われた。このほかパネルディスカッションとして、2名の講師の他、東京都医師

会理事近藤太郎先生、東京都歯科医師会理事高野直久、成人保健医療常任委員会

委員長石塚哲也先生、東京都歯科衛生士会理事大金伸子先生および禁煙成功者町

田政弘氏を迎えて行われた。

Hl8運動推進特別事業禁煙支援フォーラム H19禁煙支援都民向け講演会
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　平成20年から平成22年まで、研修会を年2回のペースで開催している。平成23年に

は、「禁煙支援プログラム」を実施する歯科医療機関は約500を数えたので、その集

大成として、医療関係者向けの禁煙支援フォーラムを「現状とこれからの禁煙支援事

業にっいて」のテーマのもと、都民に対する歯科からの禁煙支援を国内外での禁煙支

援の現状や問題点等をふまえた視点にて3月17日に開催を予定しておりましたが、大

地震のため開催を中止となりましたが、平成24年には、　「禁煙支援フォーラム」を開

催している。基調講演としては3題で、①「喫煙が健康に及ぼす影響～医科の立場か

ら～」　ユビキタスクリニック龍ヶ崎内田義之先生、②「歯科医師会での禁煙事

業の動向」日本大学歯学部医療人間科学教室教授　尾崎　哲則先生、③「歯科開業医

禁煙支援の実際～やってみよう禁煙支援～」花島歯科医院　花島　直樹先生、にて行

われた。さらに、パネルディスカッション（基調講演講師3名を交えて）成人保健医

療常任委員会委員長高田　靖座長のもとに、日本歯科大学生命歯学部歯周病学講座教

授沼部幸博先生と日本歯科大学生命歯学部衛生学講座准教授福田雅臣先生
にて行われた。

　平成24年から26年にかけては、かかりつけ歯科医禁煙支援プログラム研修会として、

年2回のペースで開催している。

H24禁煙支援フォーラム H26禁煙支援フォーラム

　平成27年には、「禁煙支援フォーラム」として成人保健医療常任委員会委員長　高

田　靖先生のもと、基調講演を2題として、①「歯科の立場からの禁煙支援」日本歯

科大学生命歯学部衛生学講座教授　福田　雅臣先生、②「喫煙が健康に及ぼす影響及

び東京都におけるこれからの禁煙政策について」東京都医師会タバコ対策委員会副委

員長　村松　弘康先生にて行われた。さらに、ネルディスカッションを基調講演2名

の講師含めて成人保健医療常任委員会副委員長　山根　秀樹座長のもと、さんくりに

っく内田　義之先生、ならびに花島歯科医院　花島　直樹先生を迎えて行われている。

　平成28年には、「平成27年度禁煙支援フォーラム」を講演を2題として、①「歯科の

立場からの禁煙支援」板橋区歯科医師会理事　花島　直樹先生、②「喫煙・受動喫煙

による健康被害～求められる屋内禁煙化～」東京都医師会タバコ対策委員会委員長

村松　弘康先生にて行われた。さらに、パネルディスカッションを成人保健医療常任

委員会委員日本歯科大学生命歯学部衛生学講座教授　福田　雅臣先生のもと、板橋区
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歯科医師会理事　花島　直樹先生、東京都医師会タバコ対策委員会委員長　村松　弘

康先生、住友商事㈱歯科診療所歯科衛生士　茂木　美保先生にて行われている。

　平成29年も、禁煙支援研修会は計画されている。

医療の一翼を担う歯科医師会も国民の健康被害を少なくする上からも受動喫煙防止

には賛同し、日本歯科医師会をはじめとしてな多くの都道府県歯科医師会においても

禁煙宣言が行われている。

　歯科からの禁煙支援は、肺がんやCOPD対策だけではなく喫煙者本人ならびに受動

喫煙を受ける方の健康、特に口腔の健康を考えての保健指導の一環である。

　喫煙によるたばこの煙は、喫煙や受動喫煙に関わらずに、多くの化学部質を含む気

流となり、口腔を通過して肺へと進む。受動喫煙では副流煙を多く吸い込むことで、

より有害性の高いたばこの煙を吸うことになる。

　世界保健機関（WHO）は、不健康な食事や運動不足、喫煙、過度の飲酒などの原

因が共通しており、生活習慣の改善により予防可能な疾患をまとめて「非感染性疾患

（NCD）」と位置付けている。心血管疾患、がん、糖尿病、慢性呼吸器疾患などが主

なNCDで、これらに対して喫煙、健康な食事、身体活動の増加、リスクを高める飲酒

の減少は関わりが強い。

　日本人のがんの原因（2005年罹患例）の調査では、男性では喫煙（能動）が29．7％

と1位で、女性では感染性要因が1位で、喫煙（能動）は2位の5．0％である。また、日

本人のためのがん予防法で示された中に、喫煙に関して「たばこは吸わない。他人の

たばこの煙をできるだけ避ける。」とされている。

　喫煙は歯周病を悪化させるだけでなく、歯肉の色を黒ずませて見た目を悪くした

り、口臭の原因にもなる。さらには口腔がん（歯肉や舌にできるがん）の原因にもな

る。

　ニコチンの作用で、歯周組織への血流が悪くなると、細菌等に対する抵抗力が落ち、

歯周病にかかりやすくなる。歯周病の初期症状（歯肉炎）が目立たないため、歯周病

の早期発見がしにくくなる。また、歯周病の治療を受けても、効果が現れにくいとい

われている。そのため、喫煙者は非喫煙者に比べ、早期に歯を失う傾向がある。

　「タバコの煙暴露に安全なレベルは存在しない　（There　is　no　sa企level　of　exposure　to

tobacco　smoke．）」という事実を強調する論文が2008年12月になって「Pediatrics」とい

う米国小児科学会雑誌に発表された。セカンドハンドスモーク（直接受動喫煙）とい

うのは喫煙する人が吐き出す煙や、くすぶらせる煙が拡散して、近くにいる人がその

煙を吸わされ、喫煙者でなくても、心臓血管系の病気、脳卒中、肺がん、流産、新生

児無呼吸症候群などのリスクを負わされることであり、いわゆる受動喫煙のことであ

る。

　サードハンドスモーク（間接受動喫煙）というのは、煙が消失した後、煙に含まれ

る物質が、喫煙者の髪の毛、衣類、部屋のカーテン、ソファなどに付着し、それが汚

染源となって、その場（直接）ではなく、時間が経て（間接的に）第三者がタバコの

有害物質に暴露されることである。この他、妊婦が直接受動喫煙を受けると、胎児に
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してみれば間接的に受動喫煙となるので、これもサードハンドスモークとなる。

　妊娠前に禁煙すると出生体重は非喫煙者とほぼ同じで、妊娠3～4ヶ月まで禁煙する

と低出生体重のリスクが非喫煙者のレベルに近づくされ、早産・周産期死亡のリスク

が低下する。

　喫煙による害は、喫煙直後に起こる急性影響だけではないとされ、長期にわたる喫

煙の結果に引き起こされる慢性影響の方が実は深刻である。慢性影響は、様々な疾患

による寿命の短縮につながる（健康長寿の妨げ）。そこで、喫煙を始めるという事は、

「長い導火線に火をつける」ということであると言われている。

　最近、街の中で周囲への後ろめたさから禁煙を考えていた人たちがE－cigaretteに移

行していると聞く。E－cigaretteにはたばこの葉よりの抽出物とフレイバーとされるも

のが通常のたばこと同様に加えられた液体を、電気的発熱体により加熱しvaping（蒸

散）させる。ニコチンを含む気流は口腔内の粘膜に対しても直接的にも刺激しそして

肺に到達する。この蒸散は非常に小さな（ナノ粒子）レベルのためより深部肺組織に

到達し血流に溶け込み全身を回る。なお、通常のたばこよりは副流煙は少ないものの

ゼロではない。

　喫煙について健康日本21における具体的な目標にもあるように、成人の喫煙率の減

少（喫煙をやめたい人がやめる）、未成年者の喫煙をなくす、妊娠中の喫煙をなくす、

受動喫煙（家庭・職場・飲食店・行政機関・医療機関）の機会を有する者の割合の減

少を推進していくことが、医療人として歯科医師にも求められている。
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3．東京都薬剤師会「タバコのない社会を目指して～薬剤師会の取り組み～」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員　龍岡　健一

　近年、多くの医療関連連学会・団体により喫煙、禁煙に対する提言、宣言がされて

きたが、日本薬剤師会では2003年に禁煙運動宣言を採択し、専門職である薬剤師によ

るたばこ対策の検討・実施を進めてきている。FCTC発効の翌年2006年には「薬局・

薬店ではタバコの販売を行わない」との宣言を追加して現在に至っている。

禁煙運動宣言

私達は、国民の健康を守るため、以下のような取り組み

を進め、禁煙の推進・受動喫煙の防止に貢献します。

公益社団法人日本薬剤師会

1，国民の禁煙支援に積極的に取り組みます。

2、特に妊婦・未成年者への禁煙啓発活動を行います。

3，薬剤師の禁煙を徹底します。

4．薬局・薬店内の禁煙を徹底します。

5，薬剤師会館の全館禁煙を徹底します。

6，薬局・薬店ではたばこの販売を行いません。

　全国的な薬局での実態については2009年の国立がん研究センター研究所・日本薬剤

師会の合同調査1）で薬局薬剤師の喫煙率は約15％（2011年の類似調査では約10％）と

推計され、禁煙の啓発活動、支援活動が多くの都道府県薬剤師会によって実施されて

いることが報告されている。薬局でのたばこ販売については、同主体の2011年の報告

で「販売していない」が87．6％、「販売している（自動販売機を含む）」は3．2％であ

った（不明9．2％）。

　また、多くの薬剤師が学校薬剤師として小中学校、高等学校で禁煙・防煙教育に携

わっている2）。
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喫煙の状況 実数 ％

吸う 194 9．9％

かつて吸っていたが、現在は吸っていない 529 27．0％

喫煙経験なし 11195 60．9％

未記入 43 2．2％

（n；1961）

たばこ販売の有無 実数 ％

販売していない 1264 87．6％

販売している（自動販売機を含む） 46
32％

未記入 133 9．2％

（n＝1443）

対策 実数 ％

全面禁煙（駐車場等敷地内含む） 377 26．1％

薬局内禁煙 763 52．9％

従業員用の喫煙スペース有リ 91 6．3％

対策を講じていない 76 5．3％

未記入 136 94％

（n＝1443）

平成24年　日本薬剤師会・国立がん研究センター共同調査より

学校薬剤師による喫煙防止教育（中学校）

学校薬剤師活動 実数 ％

現在活動している 323 16．5鬼

かつて経験がある 204 10鴻％

現時点で、したことがない 1268 64．7％

未記入 166 8．5％

（n＝1961）

平成24年　日本薬剤師会・国立がん研究センター共同調査より
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　日本薬剤師会では平成24年4月より薬剤師の生涯学習支援システムとしてJPALS

（Japan　Pha㎜aceutical　Association　Li允long　learning　supp加system）の運用を開始してい

る。

　これは、自己の学習の実践記録としての「ポートフォリオ　システム」と、その学

習の支援としての「e一ラーニング」で構成されており、現在、登録者約2万7000名と

なっている。このプログラム中の到達目標（プロフェッショナル　スタンダード）の

1っとして禁煙支援が挙げられている。

　東京都薬剤師会では2011年よりe一ラーニングとweb試験、実施例の審査による禁煙

支援薬剤認定制度を発足させ、普及に努めている。現在、総受講者数246名、修了証

取得者126名　認定者33名　　名となっている。認定者の大幅な拡充が望まれる点で

もある。

　また2013年からオブザーバーとして、2015年からは委員として東京都医師会タバコ

対策委員会へ参画し、医師、歯科医師、看護師をはじめ、弁護士、学校教諭と広範な

多職種連携、情報共有が得られ、取り組みの大きな進展となった。

・医師

・歯科医師

・薬剤師

・看護師

・弁護士

・学校教員

　都内においても行政と地区薬剤師会との連携による禁煙支援事業が広く展開され、

港区、練馬区等の実績がある。港区の例では、必要時には近隣の禁煙外来へ紹介する

ことを前提に行われている。

　一方、薬局・薬剤師による禁煙支援はまだ十分ではないとの指摘もあり3）、さらな

る活動の推進が必要と考えられる。薬局薬剤師は一般用医薬品の相談、供給等を通じ、

住民にとって身近な存在であり、処方箋調剤の服薬指導においても喫煙が危険因子と

なる疾患を推察し、患者への情報提供、指導をし得る立場にある4）。2025年に向けた

国の構想である「健康サポート薬局」の要件にも禁煙支援が盛り込まれるなど5）今後

の薬剤師、薬局の禁煙支援活動の推進が期待されるところである。

　また、薬剤師による禁煙支援は医科、歯科、看護など多職種の連携により禁煙成功

率が向上することが明らかになっている4｝。禁煙支援の分野においても多職種の連携

が重要と考えられる。
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D　都道府県薬剤師会における禁煙支援への取り組み等に関する調査結果報告

　　2010；独立行政法人国立がん研究センター研究所たばこ政策研究プロジェクト

　　社団法人日本薬剤師会

2）　禁煙支援分野における薬剤師の役割・業務に関する報告

　　平成23年度「薬剤師の禁煙支援の取り組みに関するアンケート調査」結果より

　　20ユ2；社団法人目本薬剤師会独立行政法人国立がん研究センターがん対策情報

　　センターたばこ政策研究部

3）　沼田　稔　禁煙支援と薬剤師の責務　医薬ジャーナル2010；Vol．46No．7

4）　石井正和ほか：保険薬剤師に期待される禁煙支援業務に関する調査研究

　　日本禁煙学会雑誌2015；第10巻第5号85－93

5）　前田健一郎　健康情報拠点としての薬局の使命　医薬ジャーナル2014；Vol．50

　　No．7
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4．東京都看護協会におけるタバコ対策の取り組みについて

　　～2013年看護職の喫煙率は79％～ 委員　大橋　純江

看護師のたばこの実態　　／禁煙率／喫煙開始年齢

　2013年公益社団法人日本看護協会看護職は、会員5，819人を対象に煙草実態調査を実

施した。回答者の基本属性は、平均年齢41．8歳（女性42．0歳、男性36．5歳）、性別「女

性」96．0％、　「男性」3．5％、職種「保健師」155％、　「助産師」144％、　「看護師」

52．4％、「准看護師」12．4％、「その他」0．8％結果、看護職の喫煙率は79％であった。

喫煙率が国民の喫煙率を下回っている一方、喫煙に対する認識が依然として低いこと

などの課題も明らかとなった。

●看護職の喫煙率は7．9％（女性7．2％、男性295％）であった。

　今回調査結果では、看護職の喫煙率は男女ともに国民の喫煙率を下回っていた。

・タバコの害に関する認識は、肺がんやぜんそく、気管支炎、肺気腫といった呼吸器

　疾患や、喉頭がん、動脈硬化、妊婦への影響などでも7～9割程度にとどまり、胃潰

　瘍（35．6％）、歯周病（48．3％）への害を認識しているものは半数以下だった。

●これまで習慣的に喫煙した経験のある回答者全員（現在は喫煙していない人も含む）

　に、その開始年齢を尋ねたところ、20～29歳が最も多く66．8％だった、一方、20歳

　未満も283％だった。

●喫煙者の34％が、中～高程度のニコチン依存度だった。

　　　　　　　　　　出典　公益社団法人　日本看護協会　広報部　2014年6月3日
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購痢臨舎2∞1年「看護職とたばこ・実態調査」

　　　　　　　全国89施投　684◎人を苅象に胸査

⑳ての頃燈厚“：20戚までに73．3％
8つかけ；反人の影口、好奇心

喫煙率を2006年までに半滅する1．

2∞4年度
臼本書口宙舎　たばこのない社会をめさして

看護者たぢの禁煙アクションフラン　　　　㌔㊨
　1．■罎曹のたばこ対莫行勘計■　　　　　　　　　　　　　1ンコ9ン

　　rたばζ対須頁営」の遠成目南を鹸定

一蹴櫟芒工笙ぎ
⑤〈i》

・◎侭

鹿連竃」↓

　　東京都看蹟協会

「　　　総会会場で禁煙キャンペーン
　⑤スモーカーラィザーによる聯貫一■‘u嵐驚■度

　　灘定
　1但纏外剰竃顧頷墳縛呂●の配吊
　3rSX◎　踊紬峰「やめた人か5キレイになれる」
　　錆燈キャッチコピー入リシールの配宿
　　　■こえ居い？　あな尼の口ひら　ナースコール
　　　「ハイ」は元貫に　「●」は錯■に

日緒醐会2006年「看護職のたばこ実態調査」

1●ば■◎氏●⊂〔’

一
∴司

保健師・助産師は目標達成男性は変化なし．

看膜職の喫煙率の低下には

声騨墜評価の影響は大妻い』

1999年～2005年分煙が行なわれていること

　看護師の休憩室から灰皿が消え
　勤務時間内に喫煙することが困難な状況になった．

2005年病院機能評価V飢5
　全館禁煙・敷地内禁煙　が要件に

　医療施設では一気に敷地内禁煙がひろまった。

「2013年
袖
●
。

　日本■瞳協会

看護職のタバコ実態調査」

喫煙率

女性は2001年の1！2以下に　目標連成！
男女ともに平均は国民健康・栄蚤6緬蚕結果を下回った
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　公益社団法人東京都看護協では、上記看護職の実態を踏まえ以下の禁煙推進を実施

している。

・看護職・看護学生に対して

総会および看護研究学会、看護学生学会での禁煙へのインフォメーションとしてリ

　ーフレットの配布。

●地域住民に対して

　・例年「看護の日」に関連して開催する東京都看護協会主催「看護フェスタ」での、

　　東京都医師会村松弘康先生の講演。

　・はじめて出産を経験する夫婦「両親学級」　（年間約500名参加）に対する次世代

　　育成支援事業の実施。

　　　妊娠中の喫煙の害について、特に胎児の脳を傷つける可能性があることを、妊

　　婦と家族にしっかり伝える必要がある。妊婦自身への禁煙支援と並行して、妊婦

　　を受動喫煙から守るために、夫や家族にも協力を求めている。

　　㎜叙育■固
　　（タバコフリー緬代表）

●加竈”7名6■｛3P名）

今後の東京都看護協会の取り組み

　東京都民の健康を支援する看護の職能団体として、都内に従事する看護職が喫煙に

対する正しい知識を身につけ、タバコのない社会を目指したい。
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H．さらなる連携への取り組み（市民や行政との連携・問題意識共有）

1．教育現場での取り組み「小学校における喫煙防止教育について」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員　　久　紀子

　東京都タバコ対策委員会に参加したことで、タバコについて正しい知識を深く知る

機会を得た。多職種の方々の取組や東京都としての課題など幅広い議題内容の会であ

った。教育現場の職員として、タバコについて現在の情報を持っていなかったことを

痛感した。タバコを吸わない人間にとって、電子タバコは耳にしたことがなかった。

委員会で電子タバコについて知ってから、偶然、電子タバコのチラシを手にした。電

子タバコについて事前に知っていたことで、誇大広告のチラシだと認識でき、家族に

予防指導ができた。

　禁煙学会の多職種シンポジウムは、其々が同じ目標に向かって指導をしているが、

連携することで専門的知識を共有した指導形態がとれ、さらに有効的指導ができると

思った。また、足立区の歯科医がタバコにっいてDVDを作成していたことを知った

が、シンポジウムに参加しなければ知らなかった情報である。取り組んでいても、さ

らに興味関心をもつ人を増やすには、どのように取組を広めるかも大事だと思った。
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　学校は、学力を向上させるだけでなく、予防教育をするところでもある。しかし、

最新情報を正確に知っているかと言われると、私同様に電子タバコについて知らなか

ったという教員もいる。そこで、職場の教員と保護者に向けて、タバコだけでなく、

電子タバコについても知識を得る場として学校保健委員会を開催した。講師をタバコ

対策委員会の望月友美子先生にお願いし、テーマとして、下記の内容について話して

いただいた。

「子どもを取り巻く環境について考えよう」

　　～健康でいるための環境づくりとは～

○どうしてタバコをやめられないか、効果的な禁煙方法

○家庭や地域、学校の役割

○タバコや電子タバコ、受動喫煙の本人や周りの人への影響

などについて話していただいた。

　本校の職員と保護者40名に他校の養護教諭2名が参加した。

　講演が終わってから、直接望月先生に質問をする母親がいた。父親が電子タバコを

使用していて「禁煙のつもりで電子タバコを使い出した。水蒸気は害がないのか」と

質問をしていた。電子タバコを使用して、「電子タバコは匂いや煙を工夫して、タバ

コを吸っているという意識をなくしている」という感想を言っていた。子供のために、

実際に電子タバコを使用している人が害について知り、夫婦で話し合う姿が見られた

ことで学校保健委員会の開催意義があったと思われる。

　また、望月先生が参加された足立区のプロジェクトOIのポスターを掲示したことで、

校内の主事や調理師も目にして、自然とタバコや電子タバコについて会話するように

なった。足立区民であっても、区のプロジェクト

01のことを知らず、いかに取り組んでいるかとい

うことをいろいろな人に伝えることが必要かつ

大事なことだと思った。

　電子タバコについては、タバコ対策委員の方か

ら資料をいただき、再度、保護者に便りで正しい

知識を知らせた。参加した保護者からは、「サー
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ドハンドスモークを子供と一緒に考えていきたい」「自分の身近な人に受動喫煙やサ

ードハンドスモークなど知らせていきたい」という感想をいただいた。日頃、タバコ

の害について便りに載せていても、講演内容を載せることで正確な最新情報が載って

いるという意識で、さらに興味を持って便りを読んでくれていろいろな人と共有でき

たと実感した。

　また、今回の講演の内容や資料は、本校近隣の学校の養護教諭にも提供した。他校

で6年生にタバコの害について保健指導をしている養護教諭から「電子タバコにっい

ては知らなかった」と連絡がきたので、6名の養護教諭が集まり、勉強会を開催した。

さらに、地域7校にも資料提供し、今後も、私自身がタバコ対策委員会で得た情報提

供を養護教諭へ広めていきたいと思っている。

　今回の学校保健委員会が開催できたことは、多職種が参加しているタバコ対策委員

会に参加したことで実現できた。専門家による講演が、保護者に正しい知識として受

け止められ、意識を変え、行動変容に結びついた。子供を取り巻く大人が、子供への

健康被害を考えて自分の行動選択をしていけるような正しい知識を提供し続けてい

きたい。

　情報や資料、講演にご協力いただいたタバコ対策委員会の方々に感謝しております。
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1．地域医師会での取り組み（地域住民・商店街・行政との協働など）

　　（D港区医師会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員　馬場　繁二

　港区医師会に「タバコ対策委員会」を設置して、医師会員の喫煙に対する意識調査、

喫煙率、禁煙指導（禁煙外来）、敷地内禁煙等に対しての現状把握アンケート

　10月に開催される「みなと区民まつり」において「医師会ブース」を開きタバコの

害、受動喫煙禁止、呼吸機能検査（スパイロメーター）、ポスターによるミニレクチ

ャー等を行なっています。

　次回からは、三師会合同での「禁煙指導」を計画しています。

　学校医による小学校・中学校でのかっこ「タバコの害について」の講話と生徒から

の感想文を書いてもらっています。

【港区】

「みなとタバコルール」に基づき、歩行喫煙禁止、ポイ捨て禁止、受動喫煙禁止に対

して、区役所はじめとして区関係の施設（学校等での敷地内禁煙）、写真のようにシ

ルバー人材センターに委託して各エリア毎にタバコの吸殻を拾い本数の集計、喫煙所

の設置、保育園・学校の周辺に道路に写真のように看板、植込みをしている。

　
欝
」

～〉ン
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（2）玉川医師会 委員　池上　晴彦

・玉川医師会会員における受動喫煙意識調査

・地区医師会と学校・教育委員会との連携における禁煙防止教育

・玉川医師会会員における受動喫煙意識調査

　東京五輪を3年後に控えた東京において、罰則付きの室内完全禁煙など必要とされ

ている受動喫煙対策がいまだ整備されない中、医師をはじめとする医療従事者は積極

的に推進の役割を求められている。一方で医師の喫煙率は減少傾向にあるが、一定の

割合の医師がいまだ喫煙者であり、住民の健康維持増進を担っていく上で、医師の喫

煙状況および受動喫煙に対する意識を明らかにすることが、医師の意識改革を推進す

る上で重要と考えられる。

　そこで、玉川医師会会員に対して、質問紙法を用いて喫煙状況を調査すると同時に、

受動喫煙に対する意識調査を行い、その実態を明らかにした。

〈方法〉

　・玉川医師会会員に対して無記名方式での質問

　・紙べ一スでアンケートを郵送し、返信用封筒で回収する。

　・質問項目は、以下の項目である。プロフィールとしての年齢および専門科を問い、

　　以下の質問を行った。

　（D喫煙歴・喫煙状況

　（2）直近半年間での受動喫煙の経験の有無とその際の快不快について

　（3）（喫煙者に）他人がいる場所で喫煙する際に気を付けている点

　（4）（非喫煙者に）飲食店等を利用する際に受動喫煙防止に関して気を付けている

　　　点
　（5）受動喫煙にあった際にとっている行動

　（6）受動喫煙の健康への影響についての認識

　（7）公共の場で受動喫煙を防止する必要を定めた健康増進法25条の認識の有無

　（8）条例にて罰則付きで受動喫煙の規制することに対する賛否

　（9）受動喫煙を防止するために、医師会が取り組むべき対策

　（10）子供の利用が想定される公共的な空間において必要な受動喫煙防止対策

　（11）多数の人が利用する施設で必要な受動喫煙対策

　（12）建物内全面禁煙とすべき施設。
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〈結果〉
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〈総括〉

　回収は200例であった（回収率63，5％）。喫煙者は15名（喫煙率75％）で、女性の喫

煙者は1名のみであった。年代別の喫煙率は80歳代が9．1％（ll名中1人）、60歳代が8．7％

（46名中4名）と多く、逆に30歳代に喫煙者は皆無であった。（2）の受動喫煙につい

ては865％で経験があり、多くが不快と感じていた。（3）の喫煙の際の留意点として

は「喫煙できる場所であっても、周囲の了解が得られてから吸う」、（4）の飲食店等

利用の際の留意点としては「禁煙席が設けられている場合は禁煙席を利用する」との

回答が多かった。受動喫煙に遭遇した場合の行動を問うた（5）で受動喫煙に遭遇し

た際にとる行動については、「自分が席や場所を移動した」とする回答が多かった。（6）

で受動喫煙の健康への影響については、喫煙者12名を含む183名（915％）が「ある」

と回答し、（7）の健康増進法25条については76．5％が認識しており、（8）の罰則付き

の受動喫煙規制については、喫煙者11名を含む177名（88．5％）が賛意を示した。（9）

で医師会のおける受動喫煙に対して取り組む対策としては、「受動喫煙に関する住民

への講演会」との回答が多く、「児童生徒対象のレクチャー」「各医療機関で健康診断

等での説明追加」との回答が続いた。（10）で子供の利用が想定される公共的空間で

の対策を問うと、「区域内全てを禁煙にすべき」との回答が多く、（IDの公共的な施

設における受動喫煙対策としては、「敷地内は禁煙にする」との回答が多く、（12）で

建物内全面禁煙にすべき施設としては、病院・診療所、学校の順で多く、欄外回答で

「全て」とする回答が10名あった。

〈考案〉

　今回の調査で、医師会会員の喫煙率が既報の医師における喫煙率より少なく、また

直近の報告における日本人全体の喫煙率がようやく20％を下回ったことを考えると、

かなり少ないことが明らかになった。科別では、外科・産婦人科・耳鼻科・泌尿器科

と外科系の医師の喫煙率が高いことも明らかとなった。さらに、内科、整形外科、脳

外科、皮膚科、麻酔科の医師の中には、現在喫煙している者を認めなかった。

　また受動喫煙防止に対する意識は喫煙者を含め高いことも明らかとなり、受動喫煙

防止に対する取り組むべき課題としては、日常の診療を超えて、地域住民や児童生徒

への積極的な取り組みが望まれていることが分かった。

・地区医師会と学校・教育委員会との連携における禁煙防止教育

　喫煙が、がんや心臓病や脳卒中など死に至る病気の原因になることは、数多くの優

れた研究ですでに明らかにされている。現在、国内とりわけ東京の少子高齢化が進み、

健康問題のみならず社会問題となっている。高齢者で生活の質を落とさずに健康でい

られる健康寿命を伸ばすために、脳血管疾患やがん、フレイル、認知症といったも

のを予防する必要があり、その最も容易な方法は喫煙者にとって、禁煙することであ

り、国および都道府県は、住民の喫煙率をより抑制することが必要である。
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きたるべき東京オリンピックを見据え、受動喫煙に関する問題も注目されてきた。実

際に自分では吸わない若者も、家庭や職場、飲食店などでタバコの害にさらされるこ

とで、がんや喘息、不整脈、乳幼児の突然死が増えることも明らかになってきた。

　2006年から保健医療による禁煙治療が医療機関で行えるようになったが、長年喫煙

をしている一部の方に禁煙を強いるのには多少困難を伴う。今後、喫煙率低下のため

に求められる対策としては、受動喫煙対策と並行して、まだ喫煙年齢に達しない、児

童・生徒への喫煙防止教育が重要である。

　現在、学校教育カリキュラムにおいてタバコ問題が保健授業に取り入れられ、学校

によっては校医や保健教諭による喫煙防止教育がなされているところがありますが、

いまだ市区町村が医師会と連携して喫煙防止教育を行っているところは少ない。

　東京都内で世田谷区において、世田谷医師会および玉川医師会、世田谷区教育委員

会、世田谷区校長会が連携し、同一プログラムでの禁煙防止教育を行い、その効果を

短期および中長期的に検証することを検討している。

（3）調布市医師会 副委員長　荒井　敏

・はじめに

　調布市医師会では、2013年10月に医師会内にタバコ対策委員会を設置し、調布市に

おけるタバコ対策の推進に向け活動を開始した。タバコ対策委員会では医師会会員に

向けたタバコ対策関係の講演会や医師会会員を対象とした喫煙状況についてのアンケ

ート調査を実施しタバコ対策の必要性を会員へ訴えてきたが、残念ながら医師会会員

のタバコ対策への関心は必ずしも高いとは言えなかった。また、医師会内のみの活動

だけではこれ以上の広がりは期待できず、多職種連携の枠組み作りの必要性を感じて

いた。

・ちょうふタバコ対策ネットワークの設立と活動

　2013年のタバコ対策委員会設置直後に、調布市在住の鈴木隆宏氏よりタバコ対策に

っいて協働の申し入れを受けた。同氏は、これまでタバコ対策を推進するための活動

を行い数々の活動実績をあげている市民活動家である。これを契機に、鈴木氏を核と

して、タバコ対策に関心を持つ医師・歯科医師・薬剤師・養護教諭・一般市民が参加

して2015年4月8日、ちょうふタバコ対策ネットワーク（以下CTN）が設立された。

　現在CTNの活動は、小学校での喫煙防止教育・市内の病院での講演・医師会での講

演会や会員向けの研修会・調布市役所での職員向け研修会・医師会との共催による調

布市福祉まつりへの出展など多岐にわたっており、個人会員数は現在23名に増え、調

布市医師会・調布市歯科医師会・調布市薬剤師会が法人会員となっている。

（CTNの活動の詳細についてはホームページを参照h就p：〃ctn．mainjp／）
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・行政との連携の必要性と医師会の果たす役割

　地域のタバコ対策推進のためには行政との連携が不可欠である。CTN会員個々の地

道な働きかけとCTNの活動の広がりに伴い、行政との連携も進んでいる。行政のタバ

コ対策へのスタンスは、担当課によって一定ではなく温度差がある。調布市では現在、

タバコ対策の推進に積極的である健康推進課と緊密に連携を図り活動を進めている。

　具体的な活動例としては、調布市駅前広場の喫煙所設置の可否について、調布市よ

りタバコ問題の識者として調布市医師会タバコ対策委員会とCTNの見解を求められ

たため意見交換会に出席し、タバコの害をレクチャーするとともに喫煙所設置の不利

益を説き、喫煙所設置の方針を撤回させることに成功している。

　さて、CTNのような一般団体が行政との連携を図る際には、医師会・歯科医師会・

薬剤師会が全面的にバックアップしていることを示すことが重要である。先述したよ

うに、行政内はタバコ対策について必ずしも一枚岩ではない。このため、福祉まつり

への出展などCTNの活動に際して調布市へ協力を依頼する場合などは医師会との共

催にして、医師会名で依頼することでスムーズに協力が得られた。また、医師会理事

3名がCTN会員であり、内2名は医師会の公衆衛生および小児保健担当理事として、調

布市の健（検）診について長年健康推進課と協力して事業を進めてきた。また、他の

1名は災害医療担当として行政と連携して調布市の防災マニュアルを作成しており、

調布市の担当者と個人的な信頼関係が構築できていたこともCTNと調布市との連携

がスムーズに行われている要因である。さらに、調布市歯科医師会の理事3名もCTN

の会員に名を連ねており、歯科医師会からもタバコ対策の必要性とCTNへのバックア

ップを調布市に訴えていただいたことも見逃せない。

　さらに調布市医師会では、医師会役員と市議会議員各会派との意見交換会を開催し

ているが、この席上でもタバコ対策の必要性を訴え、調布市のタバコ対策推進への協

力と行政への働きかけを要請した。

　調布市のこれらの取り組みは、各地域でタバコ対策を進めていく上でも参考になる

のではないか思われる。地域のタバコ対策推進のためには、多職種協働の枠組みを構

築することが必要であるが、行政との連携をスムーズに図るためには医師会をはじめ

とした医療団体の積極的な関与が極めて重要である。調布市医師会タバコ対策委員会

とCTNは調布市のタバコ対策を推進する上での両輪と位置づけられる。

・我々医療職がすべきこと

　我々が掲げるタバコ対策の3本柱は以下の通りである。

　　D喫煙者にタバコの有害性を認識させ禁煙に導く。

　　2）受動喫煙の害を広く周知し受動喫煙防止のための環境整備に努める。

　　3）喫煙防止教育を積極的に行う。

　1については、喫煙者と敵対するのではなくタバコの被害者ととらえ、粘り強くタ

バコの有害性を説き、禁煙の手段として禁煙外来の存在を広く知らしめ受診を勧めて

いく。また、我々医療職の禁煙支援のスキルアップも継続して行う。

　2については、2020年東京オリンピック・パラリンピック開催に向けて、国による
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受動喫煙防止法制定の気運が高まっているが、この法律が実効性を伴うものとなるよ

うに各方面に働きかけていく。調布市医師会とCTNは、調布市役所の幹部・職員に対

する研修会も実施している。

　3については、喫煙はニコチンによる依存症であるため、一度タバコを吸い始める

と禁煙には多大な困難が伴う。また、喫煙開始年齢の90％は20歳以下であることから、

喫煙率低下のためには、児童・生徒に対する喫煙防止教育の推進が最重要課題と考え

られる。実際、京都府では、組織的な喫煙防止教育の取り組みで成果をあげている。

調布市医師会とCTNでは、調布における喫煙防止教育の推進を2017年の最重要課題と

位置づけて、調布市および調布市教育委員会と協議を開始している。

20169．16喫煙防止教育にっいての勉強会

2016．12．9第39回調布市福祉まつり（タバコの害についての展示と健康相談）
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皿．その他（行政への働きかけ、タバコ販売促進への対抗策）

1．立法・行政・司法、および社会に向けたアプローチ 委員　野村　英樹

　喫煙および受動喫煙の害は、医療関係者にとっては当然のことと思われても、社会

においては必ずしも周知されているとは言い難い。誤った情報が大量に発信される中、

混乱に陥らずに正しい情報を選び取るには高い医学情報リテラシーが必要となる。さ

らに、正しい情報を正しい施策に結びつけるには。公衆衛生に対する高い見識が求め

られる。したがって、科学的根拠と予防原則に基づいた公衆衛生施策を立案・発信す

ることは、医師会をはじめとする医療職能団体の極めて重要な役割である。

　折しも日本は2020年の東京オリンピック・パラリンピックの開催を控え、国際オリ

ンピック委員会（10C）と世界保健機構（WHO）との協定に基づき、「タバコのない

オリンピック」を実現する必要がある。このことから、受動喫煙の防止を目的とする

法令の制定が厚生労働省や東京都において検討されているが、タバコ産業側は政治家

へのロビー活動や巧妙なメディア戦略を展開し、加えて、「安全」性を強調して「新

型タバコ」を投入するなど、あらゆる手段を講じてこれに対抗している。

　このことを背景として、本答申では以下のように立法・行政・司法ならびに社会に

向けたアプローチに資する情報をまとめた。

D　2020東京オリンピック・パラリンピックに向けた受動喫煙防止法制定の必要性1

　　循環器疾患における最近の知見から

　受動喫煙においては、急性冠症候群や脳卒中などの循環器疾患の発症が非常に多い。

能動喫煙および受動喫煙と循環器疾患の関連について最新の知見をまとめ、また、

受動喫煙防止法令の施行が住民の健康アウトカムに与える効果にっいて、医学的な

観点からレビューを行った。

2）子どもを受動喫煙から守る条例（案）

　親の喫煙によって家庭や自動車内などで子どもが被害を受けることが少なくなく、

　条例によって規制する必要があるため、条例案を提示した。

3）新型タバコの比較

　「安全」を偽装した「新型タバコ」が、世界に先駆けて日本で発売され、急速にシ

　ェアを伸ばしている。まず、どのような「新型タバコ」が存在し、どれが日本にお

　いて問題となっているのかを紹介した。

4）ニコチンの依存性と毒性に関する科学的知見のまとめ

　「新型タバコ」にも、ニコチンは紙巻きタバコ同様に含まれている。「新型タバコ」

　時代の喫煙防止教育や政策提言に資するため、ニコチンが脳内報酬系を乗っ取り依

　存性を獲得するメカニズムにっいて、最新の知見を含めてまとめた。
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5）タバコ産業の情報戦に打ち勝つには、プレーンパッケージの啓発

　　長い年月をかけて喫煙行為の「de－no㎜alization（当たり前ではない行為に変化す

ること）」が進みつつあるが、タバコ産業側は喫煙の「re－no㎜alization（再び喫煙を

当たり前の行為に変化させること）」を目指している。今後の対抗策の立案に資する

ため、タバコ産業側の戦略を記述し、分析した。

2．東京オリンピックに向けた受動喫煙防止法制定の必要性

　　　　受動喫煙防止法制定の必要性：循環器疾患における最近の知見から

委員　島田　和典

はじめに

　世界保健機関（WHO）は、1996年の世界禁煙デーの際に“Tobacco　Free　Sports，　Play　It

Clean！”と宣言し、スポーツ現場でのタバコ対策を推進している。国際オリンピック委

員会（IOC）は、2011年にWHOとともに“すべての人々に運動とスポーツを奨励し、

タバコのないオリンピソクを実現し、子どもの肥満を予防するために健康的なライフ

スタイルを奨励することを共同で行う”と合意した。喫煙は、心血管疾患の発症や進

展における危険因子である、さらに、受動喫煙もこれらの循環器疾患の発症や進展に

深く関連する。本稿では、2020東京オリンピック・パラリンピソクに向けての受動喫

煙防止法制定の必要性について、循環器疾患における最近の知見をupdateして再確認

する。

喫煙と循環器疾患との関連

　喫煙は、急性心筋梗塞、狭心症、冠動脈バイパス術後の静脈グラフト閉塞、ラクナ

梗塞やアテローム血栓性梗塞を含めた脳梗塞、くも膜下出血、脳内出血、腹部大動脈

瘤の発症とその破裂、閉塞性動脈硬化症、閉塞性血栓性血管炎（バージャー病）、心

不全、心房細動等、様々な循環器疾患の発症や進展と関連する。最近の米国における

954，029例を対象とした研究では、さらに腎不全、高血圧性心疾患、虚血性腸疾患の死

亡リスクとも関連することが明らかとなった1）。

　近年の冠動脈カテーテル治療デバイスの進歩は著しく、冠動脈ステント挿入後の再

狭窄率は、薬剤コーティングステントにより劇的に改善した。一方で、薬剤コーティ

ングステント挿入後30日以降1年までの遅発性血栓症や1年以降の超遅発性血栓症が

臨床的課題の一つである。最近の研究では、喫煙がこれらのステント血栓症のリスク

であることが明らかにされている。SYNTAX試験では、喫煙はステント血栓症のリス

ク因子であることが報告され、その後の30試験によるメタ解析においても、喫煙はス

テント血栓症の独立した危険因子であることが確認された2）。

　喫煙と循環器疾患発症との関連の機序は、能動喫煙と受動喫煙も同様と考えられる。
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最近、遺伝子多型、さらにDNAメチル化あるいは脱メチル化により塩基配列情報自体

は変化せず遺伝子発現のスイッチが制御されるエピジェネティクスとの関連が注目

されている。ニコチン受容体や脳内報酬系に関与するbrain－derived　neurotropic血ctor

（BDNF）の遺伝子多型は、喫煙の開始や喫煙本数等の喫煙習慣に関与すること2）、喫

煙はDNAメチル化を強力に修飾し3）、血小板凝集に関連するprotease－activated　receptor

（PAR）－1とPAR－4におけるCpGの低メチル化とも関連することが報告されている4）。そ

の結果、喫煙は血小板凝集促進に作用し、心血管イベント発症に関与すると考えられ

る。

受動喫煙と循環器疾患との関連

　受動喫煙は、総死亡リスク、脳卒中、大動脈疾患、末梢動脈疾患等も含めた心血管

疾患イベント発症リスクと関連する2）。心房細動は、心不全や心原性脳塞栓症発症と

深く関連する。前述のように、喫煙と心房細動との関連は、本邦においても確認され

ている。最近の報告では、家庭や職場での受動喫煙のみならず、小児期の受動喫煙、

さらには胎児期の両親の喫煙が将来における心房細動の発症と関連することも明ら

かにされた5）。受動喫煙は、メタ解析において冠動脈疾患の相対危険度は1．25倍であ

り、本数や期間も含めた暴露度によりそのリスクがさらに高まることが報告されてい

る21。したがって、喫煙による冠動脈疾患の発症リスクは、喫煙者のみならず僅かな

受動喫煙から増大する2）。実際に、受動喫煙防止条例の施行により冠動脈疾患発症が

減少することが各国で報告され、メタ解析においても冠動脈疾患による死亡率が15％、

脳血管イベントが24％、他の心疾患が39％低下することが確認された6）。本邦において

も、神奈川県や兵庫県において受動喫煙防止条例が施行されており、循環器疾患の発

症リスクに対する検証が待たれる。

おわりに

　喫煙と循環器疾患との関連について、受動喫煙との関連も含め最近の報告をupdate

した。喫煙が動脈硬化性疾患を含め様々な循環器疾患の発症や進展に関与すること、

禁煙により確実な疾患予防および生命予後改善効果が期待できること、受動喫煙防止

法や条例施行による社会的、医学的有効性は明らかである。2020東京オリンピック・

パラリンピックの成功、さらには、都民そして国民の健康長寿を目指すためには、社

会的な喫煙率低下、禁煙活動に対する積極的な取り組み、そして受動喫煙防止のため

の法整備が極めて重要である。
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3，子供が同乗する車内での受動喫煙防止への法整備 委員　岡本　光樹

　当委員会では、レストランやバー等のサービス産業を含む不特定又は多数の者が出

入りする屋内施設全般及び「労働者」が働く全ての屋内職場を完全禁煙とする、国際

的な水準に叶った受動喫煙防止条例案を作成し（平成25年3月答申70頁以下に掲載）、

同条例案は平成26年10月29日に松沢成文・参議院議員及び作田学・日本禁煙学会理事

長によって舛添要一東京都知事（当時）宛てに、提出されました。また、同条例案を

もとにして、「受動喫煙のない日本をめざす委員会」（委員長；下光輝一。131団体に

よって構成される。）において若干の文言の修正が行われ、同年ll月21日に同委員会

から東京都宛てに提出されました。（平成27年3月答申4頁以下に掲載）

　現在、2020年の東京オリンピック・パラリンピックやその前年に開催されるラグビ

ーワールドカップに向けて、厚生労働省が、受動喫煙防止対策の強化を図るための法

案を準備している状況です。この法案の制定が実現すれば、飲食店等のサービス業や

職場において、今よりも受動喫煙の防止が進展するものと期待されます。

　もっとも、当該法案が制定されても、いまだ取り残された受動喫煙問題があります。

それは、家庭内等における子どもの受動喫煙の問題です。

　子どもは、受動喫煙からの保護の必要性が高いにもかかわらず、これまで子どもの

受動喫煙防止の法制はほとんど議論されず、手付かずの状態です。

　当委員会は、子どもを受動喫煙から守るべく、条例の制定を提言します。

　以下、要望書・陳情書、条例の案文を示します。
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　「子どもを受動喫煙から守る条例」

の制定を求める要望書・陳情書（案）

東京都知事　小池百合子　殿

東京都議会　議長　川井しげお　殿

平成29年（2017年）●月●日

　　　　　　東京都医師会

　貴職の日頃の活動に敬意を表します。

　さて今日、喫煙がもたらす健康被害は医学的・科学的に証明されており、目本学術

会議の平成20年（2008年）3月4日「要望　脱タバコ社会の実現に向けて」において、

「受動喫煙も科学的根拠を持って健康障害を引き起こすことが示されて論争に終止

符が打たれたといえる。」「職場・公共の場所での喫煙禁止をさらに拡大・徹底する。

現在では努力義務規定でしかない健康増進法第25条を改正して、屋内全面禁煙を明示

し、罰則を設けて実効性のあるものにするべきである。」と提言されています。

　2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けて、今後、不特定又は多数の者が

利用する施設や職場については、受動喫煙防止の法制がより強化される見込みです。

　しかしながら、子どもに関しては、保護の必要性が高いにもかかわらず、これまで

子どもの生活空間における受動喫煙防止の法制はほとんど議論されず、手付かずの状

態です。

　平成22年（2010年）2月25日厚生労働省健康局長通知「受動喫煙防止対策について」

（健発0225第2号）別添の報告書には、「受動喫煙は、乳幼児突然死症候群、子どもの

呼吸器感染症や喘息発作の誘発など呼吸器疾患の原因となる。特に親の喫煙によって、

子どもの咳・たんなどの呼吸器症状や呼吸機能の発達に悪影響が及ぶ。」「少量のたば

この煙への曝露であっても影響が大きい子どもや妊婦などが、たばこの煙に曝露され

ることを防止することが重要で喫緊の課題となっている。」「受動喫煙については、子

どもや妊産婦など特に保護されるべき立場の者への悪影響が問題となっている。屋外

であっても、子どもや多数の者の利用が想定される公共的な空間（例えば、公園、通

学路等）での受動喫煙防止対策は重要である。」と報告されています。

　また、平成28年（2016年）8月の厚生労働省下「喫煙の健康影響に関する検討会報

告書」（以下「平成28年版たばこ白書」といいます。）においても、小児の受動喫煙と、

喘息の既往との関連及び乳幼児突然死症候群（SIDS）との関連について，「科学的証

拠は，因果関係を推定するのに十分である（レベルD」と判定されています。
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　子どもは、受動喫煙によって重篤な健康被害を引き起こすおそれがあり、その上、

自らの意思で受動喫煙を避けることが極めて困難であり、受動喫煙からの保護の必要

性が特に高い存在です。

　・子どもが最も長い時間過ごす家庭内

　・保護者に同伴されて行く可能性のある喫煙がなされている施設

　・非常に狭い空間で濃厚な受動喫煙を受ける自動車内

　・屋外であっても、日常的に日々利用される公園・通学路等

において、子どもの受動喫煙からの保護が図られるべきです。

　今後は、家庭内や自動車内で子どもの近くでタバコを吸い、受動喫煙せしめる行為

は、児童虐待や暴行・傷害の問題として、議論されるべきであろうと考えます。

　海外では、子どもが同乗している自動車内での喫煙が、罰則付きの法律で禁止され

ています。オーストラリアでは16歳未満（州によっては18歳未満）の子どもが同乗し

ている自動車内での喫煙は、罰則をもって禁止されています（2007年以後各州に拡大）。

カナダでは16歳未満の子ども（州により2008～2010年頃から）、イングランドでは18歳

未満の子ども（2015年から）、フランスでは12歳未満の子ども（2015年から）につい

て適用されています。また、アメリカではカリフォルニア州及びオレゴン州（18歳未

満の子どもに適用）をはじめ、8州及びいくつかの都市（州及び都市によって年齢は

異なる）において、また、その他の国々（バーレーン、キプロス、モーリシャス、南

アフリカ、アラブ首長国連邦など）でも、こうした法律が適用されています。

　北海道美唄市では，平成28年7月1日施行の受動喫煙防止条例において，屋外の通学

路（登下校時に校門から100m以内の路上と公園）での喫煙禁止を努力義務として定め

ており、注目されています。同条例は、「平成28年版たばこ白書」にも取り上げられ、

その意義は大きいと評価されています。

　この度、受動喫煙防止に取り組む弁護士及び大学教授のグループが中心となり、小

児科医や医療関係者の意見を踏まえて、別紙「子どもを受動喫煙から守る条例（案）」

が策定されました。東京都医師会タバコ対策委員会の平成29年3月「答申」にも掲載

されています。また、厚生労働科学研究費補助金による循環器疾患・糖尿病等生活習

慣病対策総合研究事業「たばこ規制枠組み条約を踏まえたたばこ対策に係る総合的研

究」班（研究代表者中村正和）平成29年3月報告書にも掲載される予定です。

　この条例（案）を踏まえて、東京都において「子どもを受動喫煙から守る条例」が

制定されるよう求めます。

　日本で初となる子どもの受動喫煙防止の条例が制定され、全国に先駆けて範を示す

ことで、ひいては、全国の地方自治体の条例及び国の法律によって全国に普及拡大す

ることを願います。

　「子どもを受動喫煙から守る条例」の制定を要望し、陳情いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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　「子どもを受動喫煙から守る条例」

の制定を求める要望書・陳情書（案）

●●区区長［●●市市長コ　●●●●　殿

●●区区議会［●●市市議会］　議長　●●●●　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年（2017年）●月●日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都医師会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●●区［●●市］医師会

　貴職の日頃の活動に敬意を表します。

　さて今日、喫煙がもたらす健康被害は医学的・科学的に証明されており、日本学術

会議の平成20年（2008年）3月4日「要望　脱タバコ社会の実現に向けて」において、

「受動喫煙も科学的根拠を持って健康障害を引き起こすことが示されて論争に終止

符が打たれたといえる。」「職場・公共の場所での喫煙禁止をさらに拡大・徹底する。

現在では努力義務規定でしかない健康増進法第25条を改正して、屋内全面禁煙を明示

し、罰則を設けて実効性のあるものにするべきである。」と提言されています。

　2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けて、今後、不特定又は多数の者が

利用する施設や職場については、受動喫煙防止の法制がより強化される見込みです。

　しかしながら、子どもに関しては、保護の必要性が高いにもかかわらず、これまで

子どもの生活空間における受動喫煙防止の法制はほとんど議論されず、手付かずの状

態です。

　平成22年（2010年）2月25日厚生労働省健康局長通知「受動喫煙防止対策について」

（健発0225第2号）別添の報告書には、「受動喫煙は、乳幼児突然死症候群、子どもの

呼吸器感染症や喘息発作の誘発など呼吸器疾患の原因となる。特に親の喫煙によって、

子どもの咳・たんなどの呼吸器症状や呼吸機能の発達に悪影響が及ぶ。」「少量のたば

この煙への曝露であっても影響が大きい子どもや妊婦などが、たばこの煙に曝露され

ることを防止することが重要で喫緊の課題となっている。」「受動喫煙については、子

どもや妊産婦など特に保護されるべき立場の者への悪影響が問題となっている。屋外

であっても、子どもや多数の者の利用が想定される公共的な空間（例えば、公園、通

学路等）での受動喫煙防止対策は重要である。」と報告されています。

　また、平成28年（2016年）8月の厚生労働省下「喫煙の健康影響に関する検討会報

告書」（以下「平成28年版たばこ白書」といいます。）においても、小児の受動喫煙と、

喘息の既往との関連及び乳幼児突然死症候群（SIDS）との関連について，「科学的証

拠は，因果関係を推定するのに十分である（レベルD」と判定されています。
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　子どもは、受動喫煙によって重篤な健康被害を引き起こすおそれがあり、その上、

自らの意思で受動喫煙を避けることが極めて困難であり、受動喫煙からの保護の必要

性が特に高い存在です。

　・子どもが最も長い時間過ごす家庭内

　・保護者に同伴されて行く可能性のある喫煙がなされている施設

　・非常に狭い空間で濃厚な受動喫煙を受ける自動車内

　・屋外であっても、日常的に日々利用される公園・通学路等

において、子どもの受動喫煙からの保護が図られるべきです。

　今後は、家庭内や自動車内で子どもの近くでタバコを吸い、受動喫煙せしめる行為

は、児童虐待や暴行・傷害の問題として、議論されるべきであろうと考えます。

　海外では、子どもが同乗している自動車内での喫煙が、罰則付きの法律で禁止され

ています。オーストラリアでは16歳未満（州によっては18歳未満）の子どもが同乗し

ている自動車内での喫煙は、罰則をもって禁止されています（2007年以後各州に拡大）。

カナダでは16歳未満の子ども（州により2008～2010年頃から）、イングランドでは18歳

未満の子ども（2015年から）、フランスでは12歳未満の子ども（20］5年から〉にっい

て適用されています。また、アメリカではカリフォルニア州及びオレゴン州（18歳未

満の子どもに適用）をはじめ、8州及びいくっかの都市（州及び都市によって年齢は

異なる）において、また、その他の国々（バーレーン、キプロス、モーリシャス、南

アフリカ、アラブ首長国連邦など）でも、こうした法律が適用されています。

　北海道美唄市では，平成28年7月1日施行の受動喫煙防止条例において，屋外の通学

路（登下校時に校門から100m以内の路上と公園）での喫煙禁止を努力義務として定め

ており、注目されています。同条例は、「平成28年版たばこ白書」にも取り上げられ、

その意義は大きいと評価されています。

　この度、受動喫煙防止に取り組む弁護士及び大学教授のグループが中心となり、小

児科医や医療関係者の意見を踏まえて、別紙「子どもを受動喫煙から守る条例（案）」

が策定されました。東京都医師会タバコ対策委員会の平成29年3月「答申」にも掲載

されています。また、厚生労働科学研究費補助金による循環器疾患・糖尿病等生活習

慣病対策総合研究事業「たばこ規制枠組み条約を踏まえたたばこ対策に係る総合的研

究」班（研究代表者中村正和）平成29年3月報告書にも掲載される予定です。

　この条例（案）を踏まえて、貴区［貴市］において「子どもを受動喫煙から守る条

例」が制定されるよう求めます。

　日本で初となる子どもの受動喫煙防止の条例が制定され、全国に先駆けて範を示す

ことで、ひいては、全国の地方自治体の条例及び国の法律によって全国に普及拡大す

ることを願います。

　「子どもを受動喫煙から守る条例」の制定を要望し、陳情いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

　■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
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子どもを受動喫煙から守る条例（案）

　　　　平成29年（2017年）3月

東京都医師会　タバコ対策委員会　作成

（前文）

　たばこの煙がたばこを吸う人だけでなく、周囲の人の健康にも悪影響を及ぼすこと

が明らかとなっており、これまで以上に関心と理解を高めていく必要がある。

　とりわけ子どもにっいては、自らの意思で受動喫煙を避けることが困難であり、保

護の必要性が特に高い。

　また、子どもは社会の宝、活力の源、未来への希望であり、全ての子どもが安心し

て暮らせる環境を整備することは、社会全体の責務である1。

　こうした認識に立ち、子どもの受動喫煙からの保護を一層図るべく、この条例を制

定する。

（目的）

第1条　　この条例は、子どもを受動喫煙による健康への悪影響から保護するための

　　措置を講ずることにより、子どもの心身の健やかな成長に寄与するとともに現在

　　及び将来の都民の健康で快適な生活の維持を図ることを目的とする。

（定義）

第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

　　ころによる。

　（1）たばこ　たばこ事業法（昭和59年法律第68号）第2条第3号に規定する製造たば

　　　こ又は同法第38条第2項に規定する製造たばこ代用品で、喫煙用のものをいう2。

　（2）喫煙　たばこに火をっけ、又はこれを加熱3し、その煙又は蒸気を発生させる

　　　ことをいう。

　（3）受動喫煙　他人のたばこの煙又は蒸気（肉眼で見える煙又は蒸気に限らず、

　　残留するたばこの臭気を含む。）を吸わされることをいう。

　（4）子ども4児童虐待の防止等に関する法律（平成12年法律第82号。以下「児童

　　虐待防止法」という。）第2条に規定する児童をいう。

1　「岡山県子どもを虐待から守る条例」前文参照。

2　兵庫県「受動喫煙の防止等に関する条例」第1条3項参照。

3新型の加熱式たばこを含むことを明示した。「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例」

　第2条（5）号参照。

4本条例では、自らの意思で受動喫煙を避けることが特に困難である要保護の対象として、「児

　童虐待防止法」と同様に18歳未満を対象とした。他方、　「未成年者喫煙禁止法」第1条におい

　て「満二十年二至ラサル者ハ煙草ヲ喫スルコトヲ得ス」と規定されていることと平灰をあわせ
　て20歳未満の者を受動喫煙から保護すべきとする条例案も考えられる。その場合は、「子ども」

　を「未成年者」に変更し、定義を「満二十年に至らざる者」等に変更する。
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（5）保護者　児童虐待防止法第2条に規定する保護者をいう。

（6）家庭等　子どもが住所又は居所として継続的に居住する場所をいう。

（7）関係機関等5学校、児童福祉施設、医療機関その他これらに準ずるもので子

　どもの福祉に業務上関係のある団体及び学校の教職員、児童福祉施設の職員、

　医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、弁護士その他これらに準

　ずる者で子どもの福祉に職務上関係のある者をいう。

（教育）

第3条都は、学校教育その他の場において、受動喫煙の有害性及び受動喫煙の防止

　　に関する情報の提供を行うものとする。

（家庭等における受動喫煙防止）

第4条　保護者は、家庭等において、子どもの受動喫煙防止に努めなければならな

　　い。

　2喫煙をしようとする者は、家庭等において、子どもと同室の空間で喫煙をして

　　　はならない。

（家庭等の外における受動喫煙防止）

第5条　保護者は、家庭等の外においても、受動喫煙を防止する措置が講じられて

　　いない飲食店6、カラオケボックス、ばちんこ屋7その他の施設8に、子どもを立ち

　　入らせないよう努めなければならない9。

（自動車内における受動喫煙防止）

第6条　喫煙をしようとする者は、子どもが同乗している自動車（道路交通法（昭

　　和35年法律第105号）第2条1項9号に規定する自動車をいう。）内において喫煙をし

　　てはならない。

（公園等loにおける受動喫煙防止）

第7条　喫煙をしようとする者は、公園又は児童遊園において、子どもの受動喫煙

5　「横浜市子供を虐待から守る条例」参照。

6　「健康増進法」第25条により、施設管理者に受動喫煙防止の努力義務が課されているが、いま

　だ徹底されていない。

7受動喫煙対策が遅れている施設として、「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例」別

　表第2「第2種施設」参照。
8厚生労働省が今後提出予定の法案では、　「喫煙室への未成年の立入りを防止する努力義務」を

　課す予定とのことである。今後の法律制定の状況を踏まえて、喫煙室や受動喫煙防止対策が講

　じられていない施設に子どもを立ち入らせることを、条例の罰則をもって禁止することも検討

　すべきである。

9兵庫県「受動喫煙の防止等に関する条例」第10条2項参照。
lo

@「港区環境美化の推進及び喫煙による迷惑の防止に関する条例」第2条10号参照
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防止に努めなければならない。

（学校周辺の受動喫煙防止）

第8条　　喫煙をしようとする者は、子どもが学校生徒として登下校時に往来する校

　　門を中心として100メートル以内の路上又は公園において子どもの受動喫煙防止

　　に努めなければならないn。

　21喫煙をしようとする者は、通学、通園等の用に供されている道路及び児童等が

　　　日常的に利用している公園、広場等12において、子どもの受動喫煙防止に努めな

　　　ければならない。

（通報13）

第9条　　第4条1項若しくは2項、第5条又は第6条に反して、継続的に受動喫煙を受け

　　ていると疑われる子どもを発見した者は、これを都、又は、児童相談センター、

　　児童相談所若しくは保健所14に通報することができる15。

（指導）

第10条　都、並びに、児童相談センター、児童相談所及び保健所は、第4条1項若

　　しくは2項、第5条又は第6条の違反があったと思料するときは、関係機関等と連携

　　し、当該保護者又は当該喫煙者に対し、子どもの受動喫煙の再発防止のための指

　　導又は助言その他の支援を行うことができる16。

（罰則）

第11条　第6条の規定に違反して喫煙をした者は、2万円以下の過料17に処する。

Il

@「美唄市受動喫煙防止条例」9条2項
12

@「東京都安全安心まちづくり条例」第27条
13

剴ｶ虐待防止法第6条参照。なお、法律上の「通告」とは異なる制度として、　「通報」の語を

　用いた。　「東大阪市子どもを虐待から守る条例」第9条参照
14

ｱの条例を区市町村が制定する場合は、適宜、　「保健センター」や「子育て世代包括支援セン

　ター」等を対象に加える。
15

@「横浜市子供を虐待から守る条例」第2条（5）号参照
16

@「横浜市子供を虐待から守る条例」第ll条2項参照
17

ﾟ料は行政罰である。警察による取締りを導入して実効性をより高めるためには、罰金刑（刑

　事罰）とした上で、いわゆる反則金制度（道路交通法125条以下）に類した制度を設けること

　も考えられる。なお、法律と条例とでは位置づけが異なるため、現行の反則金制度と全く同じ

　ではない。
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参考法令

「健康増進法」

http：〃law．e－gov、gojp／htlnldata／H14／H　l　4HO工03．htm1

「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例」

http：〃wwwpre£kanagawajp／uploaded／lifb／1058195＿3558577＿misc．pdf

兵庫県「受動喫煙の防止等に関する条例」

https：〃web．pre£hyogo．lgjp／kfl　7／documents／h28zyoureide－ta．pdf

「美唄市受動喫煙防止条例」

httpl〃www．city．bibai．hokkaido」p日yumil1／docs／2015121700027／files日yudoukituennjyourei．pdf

「未成年者喫煙禁止法」

httpl／／law．e－gov．gojp／htmldata／M33／M33HOO33．html

「児童虐待の防止等に関する法律」

http：〃law．e－gov．go」p／htmldata／H　12／H　l　2HOO82．html

「横浜市子供を虐待から守る条例」

http：〃www．city．yokohalna．lgjp／ex／reiki／reikl－honbun／g202RGOOOO1817．htmI

「東大阪市子どもを虐待から守る条例」

http：／／www．city．higashiosaka．lgjp／clnsfiles／contents／0000006／630600ureihonbun．pdf

「岡山県子どもを虐待から守る条例」

http：〃www．pre£okayalnajp／site／gikai／453398．html

「港区環境美化の推進及び喫煙による迷惑の防止に関する条例」

httpl／／www．city．minato．tokyojp／reiki／reiki＿honbun／g　104RGOOOOO310．htmI

「道路交通法」

http：〃1aw．e－gov．go」p／htmldata／S35／S35HO　l　O5．html

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
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●●区［●●市］子どもを受動喫煙から守る条例（案）について

　　　　　　　　　　　平成29年（2017年）3月

　　　　　　　東京都医師会　タバコ対策委員会　作成

前記、東京都「子どもを受動喫煙から守る条例（案）」から、以下の点を変更して、

条例（案）とする。

第1条について　「都民」を「区民」又は「市民」に変更する。

第3条について　　「都」を「区」又は「市」に変更する。

第9条及び第10条について　　「都」を「区」又は「市」に変更する。「児童相談セ

ンター、児童相談所、若しくは保健所」を適宜該当する児童相談所や保健所の記

載に変更する。また、該当がある場合には「子育て世代包括支援センター」を加

える。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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4．新型タバコの問題点と比較検討

副委員長　荒井　敏

・電子タバコ

　電子タバコは、電気を使用してリキッドを蒸気にして吸引するもので、リキッドに

はニコチンを含有するものとしないものがある。ニコチンを含有するものは、日本で

は薬事法の適用を受けるため、規制対象となり正規には発売されていない。ニコチン

を含有しなくても電子タバコのリキッドには刺激性のあるプロピレングリコールが

使用され、燃焼時には発癌性物質に分類されているホルムアルデヒド・アセトアルデ

ヒド、さらに刺激性を有するアクロクレインなどを発生するものがあることが確認さ

れている。さらに、電子タバコには粗悪品も多く、爆発事故の報告もある。

・加熱式タバコ

　加熱式タバコは、葉タバコを従来の燃焼以外の方法で加熱し吸引するもので、従来

の紙巻きタバコよりは少量であるが、ニコチン・タールも含まれる。加熱式タバコは、

副流煙は発生しないが、呼出煙には高濃度のPM2．5が含まれているとの報告もあり、

喫煙のみならず受動喫煙の害も懸念される。

・無煙タバコ

　無煙タバコは、タバコ葉入りのカートリッジを、火をつけないで直接吸引するもの

（ゼロスタイルスティックス：JT）や粉状にしたタバコ葉を上唇と歯茎の間に挟んで

使用する嗅ぎタバコ（ゼロスタイルスヌース：JT）などがある。これらの無煙タバコ

は煙が出ないため無害であると思われがちであるが、ニコチンが含有されているのは

もちろんのこと、ニトロソアミンやベンゾピレンなどの発がん性物質が含まれている。

また、嗅ぎタバコの使用は、口腔がんを初めとする種々のがんを誘発するという報告

もある。

　近年、タバコ規制の高まりとともに多国籍タバコ企業は、加熱式タバコを相次いで

発売し（図1．アイコス、図2．プルームテック、図3、グロー）、従来のタバコ販売から収

益の軸足を移し生き残りを図ろうとしている。タバコ企業は加熱式タバコがあたかも

無害であるかのような広告を流し、一般市民はこのような誤った認識を持っている者

も多い。

　今後のタバコ対策を考える上で、新型タバコの問題は極めて重要であり、その有害

性を早めに周知していく必要がある。

　電子タバコと加熱式タバコの比較を表1に示す。
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表1．電子タバコと加熱式タバコの比較

電子タバコ 加熱式タバコ

名称廃売元）他 ニコチンなし ニコチンあり アイコス〔フィリ〃プモリス〕　　　　ブルームテック（」T）　　　　　グロー（BAT）

管轄 厚生労働省 日本では規制対象 財務省

タバコの葉を電気で温め加熱することによって蒸気を発生

仕組み 電気を使用し、‘ノキッドを水蒸気にして吸引
タバコ葉を特殊プレートで加熱

吸入時カートリッジ内のリ

Lッドをバッテリーで霧状化

ｵタバコ葉を通過させニコチ

唐�ﾛ取

直接タバコ葉を電気で加熱

価格（器具一式） 700～251000円 91980円 4、ooo円 8，00昭

特徴
吸引まで約30秒必要、1本毎に

�ｷが必要。
1秒で吸引可、連続吸引可能。

吸引まで約40秒、連続吸引

ﾂ。

有害．1生

発がん性物質（ホル

?@ルデヒド・アセ

gアルヒド）発生

発がん性物質

jコチン含有

紙巻きタバコ同程度のニコチン含有

f出煙中に高濃度のPM2．5を含む

他 爆発の危険性 ファッショナブルであたかも無害であるかのような巧みなイメージ戟略
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5．ニコチンの依存性と毒性に関する科学的知見のまとめ

委員　野村　英樹

　現在、ヒトがニコチンを摂取する方法として世界的に最も広まっているのが、紙巻

きタバコ（cigarette）喫煙である。紙巻きタバコの能動喫煙による健康被害はもちろ

んのこと、受動喫煙による健康被害に関しても、科学的な証明は10年以上前に結論が

出ているが、我が国では2020年に東京でオリンピックが開催されることになってよう

やく、オリンピック開催国として慣例となっている屋内禁煙の法制化が議論され始め

た。しかし、時を同じくして、いわゆる電子タバコと加熱式タバコ（両者を併せて新

型タバコと呼ばれる）が、（能動喫煙・受動喫煙の）健康被害を気にせずに吸える「安

全なタバコ」であるかのように宣伝され、急速にシェアを伸ばしている。

　電子タバコにはニコチンを含まない製品もあり、それでも安全であるとは言えない

が、依存性物質であるニコチンを含んだ製品でない限り、依存症に陥り継続的に使用

するリスクは低いものと考えられる。そこで本稿では、ニコチン含有電子タバコ、お

よび加熱式タバコの使用で共通して体内に取り込まれる毒性物質・依存性物質である

ニコチンに再度焦点を当て、その健康上および社会的な害にっいて最近の科学的知見

をまとめ、対策を講じる上での参考に供したい。

〈ニコチンの急性毒性と法的規制〉

　ニコチンは無色油状の液体で、融点一80℃、沸点247℃である。経

ロニコチンの半数致死量LD50は50－60mg／成人または40－60mg／成人と

されており、体重を60kgとすればlmg／kgBW以下である。猛毒とさ

れる青酸カリが10mg／kgBWであるから、その10倍の猛毒ということ

になる。この致死量については、実際にはこの20倍程度ではないか

＼

∠N

との推定も発表されている【が、それでも猛毒であることに変わりはない。

H

N
～

　毒物及び劇物取締法（以下、毒劇法）は、1950（昭和25）年12月28日に制定されて

から66年を迎える古い法律である。たばこ事業法の制定が1984（昭和59）年8月10日

であるから、これよりも約34年古い。毒劇法は、第2条で「毒物」「劇物」および「特

定毒物」を指定しており、ニコチンは、27ある「毒物」の一っに指定されている。ち

なみに、劇物は93項目、特定毒物は9項目が指定されており、毒物は経口の場合のLD5G

≦50mg／kgBW、劇物はLD50≦300　mg／kgBWと規定されているii。

健康障害、経皮毒性は葉タバコ農家などで発生する緑タバコ病の原因である。

　単回曝露による標的臓器は、神経系、呼吸器系、心臓血管系、消化管が区分1、気
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道刺激性が区分3に分類されている。反復曝露による標的臓器は、データ不足のため

分類不能の扱いとなっている。

〈ニコチンの作用点〉

　ニコチンは、ニコチン性アセチルコリン受容体nicotinic　acetylcholine　receptors

（nAChR）と呼ばれる、本来はアセチルコリンが結合する5量体構造のイオンチャンネル

型細胞膜タンパク　（図ヅに結合し、作動薬（本来の神経伝達物質やホルモンなどと

同様の機能を示す物質）としてチャンネルを開く。nAchRは非選択的陽イオンチャン

ネルであり、Na＋、　K＋、および、一部のサブユニットの組み合わせではCa2＋の移動も

生じる。

　nAChRは、ヒトの体内では

　●　運動神経と骨格筋が形成する神経筋接合部の筋細胞側（Nm受容体）

　●自律神経節で節前線維と節後線維（副腎髄質を含む）が形成するシナプスの節

　　後線維側（Nn受容体）

　●中枢神経系

に存在する。

　筋細胞に対しては、ニコチンにより筋収縮～痙攣がもたらされる。Nm受容体のサ

ブユニット構成は、（α1）2β1δεまたは（α1）2β］δγ。また自律神経に対しては、交感神経およ

び副交感神経の両方の節後線維に作用するため、副交感神経優位の心臓に対しては徐

脈を、交感神経優位の血管平滑筋の収縮により血圧上昇を、副交感神経優位の消化管

には蠕動および消化液分泌の促進をもたらす。Nn受容体のサブユニット構成は
（α3）2（β4）3。
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神経系統
　　　　　　　参エピネフリン
レ　アセチルコリンAch
　　　　　　　◆ノルエピネフリン

末梢臓器

　　　　　　　　　　　　ニコチン性Ach受容体INn）

運動神経一一一一一一勒團■

　中枢神経系シナプスについては、nAchRは中枢神経系の広い範囲に発現しているが、

実は、この受容体がシナプス伝達を担っていることを示す直接の科学的証拠はほとん

ど得られていない。実は中枢神経系のnAchRは、他の神経伝達物質によるシナプス伝

達において節前線維末端付近に発現し、Achやニコチンによる刺激を受けてシナプス

伝達を修飾することがわかっている。特に、ニコチンによる依存性の獲得には、中脳

の腹側被蓋野（VTA）においてドーパミン神経に対して興奮作用を有するグルタミン

酸神経の神経終末上に局在しているnAchRが重要な役割を果たしている。なお、中枢

神経系nAchRのサブユニット構成として（α4）2（β2）3、（α3）2（β4）3、および（α7）5が知られてお

り、ニコチンの依存性には（α4）2（β2）3タイプが関与しているとされている。

〈脳内報酬系の発見とその本来の役割〉

　1950年代、McGill大学（カナダ）のMilnerは、「毛様体を刺激すると動機づけできる」

との仮説を検証するため、毛様体に微小電極を埋め込む実験を行っていた。T宇迷路

の一方の端に行った時にだけ、電極を通じて毛様体を刺激したところ、予想に反し、

ラットは刺激を受ける側を避けるようになってしまった。そこに、心理学を専攻した

若きJames　Oldsが研究に参加、素人であったOldsは、より太いワイヤを用いた他、電

極の埋め込みからワイヤの折り曲げまでの時間を短縮してしまった。すると、01dsが

毛様体に電極を埋め込んだはずのラットのうち一匹は、刺激を与えると興味ありげに

クンクン臭いを嗅ぎながら前進し、刺激を止めると元の行動に戻った。そしてこのラ
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ットだけが、刺激を与えられた方向に興味を示したの

である。Milnerと01dsは、この段階で重大な発見をし

たことに気づき、実験計画を中止して、この現象の原

因を突き止める研究を開始したとされている。この研

究が後に、学習心理学でいうところの強化
reinfbrcement現象において中心的な役割を担う脳内報

酬系rewarding　systemの発見vに結びついた。

　01dsらは、ラットの脳のさまざまな部位に電極を埋

め込み、それらのラットを、電極（2本の銀線がエナ

メル被覆され、先端のみを露出させて先端の間で微小

な電流が流れるようにしたもの）を通じて自分の脳を

自分で刺激できるレバーを設えたスキナー箱に入れ

た。ラットが偶然レバーを押してしまった時に脳の一

部が電気刺激されることにより、ラットがレバーを押す行動が強化される（オペラン

ト条件付け）か、すなわち、レバー押し行動を学習するか否かを観察した。その後ラ

ットは屠殺され、電極により刺激された部位が同定された。その結果、中核領域に電

極が位置していたラソトでは強化現象が認められた。Oldsらはこれを、「報酬効果」

と呼んでいる。ちなみに、他の部位に電極が位置していたラットではレバー押し行動

の強化は観察されず、何の影響もないか、あるいはレバー押しを避ける現象が観察さ

れた。

　その後の科学の進歩により、「報酬系」の中心に存在するのは、中脳に存在する腹

側被蓋野Ventral　Tegmental　Area（D　I　O領域）から、腹側線条体の一部である側坐核に向

かって投射されるドーパミン神経（中脳一辺縁系放射路）であることが明らかとなっ

ている。単純に言えば、ある行動をとった時に食餌にありつけて空腹が満たされたり、

交尾ができたりすると、その際に側坐核が興奮して動物に快の情動が惹起される。近

隣には記憶に関わる海馬が位置しており、動物は快に関連した状況（場所や相手など）

や行動を記憶する。また、類似の状況で快が得られることが繰り返されると、次第に

快を得る前に類似の状況に遭遇しただけで側坐核が興奮するようになる。すなわち、

側坐核の興奮は単に快の情動をもたらすだけでなく、快に対する「期待」や「意欲」

にも関係しており、動物における最高位の意思決定機関の役割を担っているVI。

〈ニコチンなどの薬物による報酬系乗っ取りのメカニズム〉

　ヒトを含め、動物において依存性を有する薬剤は全て、何らかのメカニズムによっ

てこの放射路を刺激する。例えばコカインは、側坐核においてドーパミン神経末端の

シナプス間隙側に局在するドーパミン再取り込み受容体を抑制することにより、シナ

プス間隙のドーパミン量を長時間維持してしまう。またメタンフェタミンは、同様の

ドーパミン再取り込み受容体の阻害作用に加えて、神経末端の小胞体内に蓄えられて

いるドーパミンの放出を促す作用も有している。
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D10神経における薬物の作用点

コカイン

メタンフェタミン

’

側坐核
ACB

D10神経

ヘロイン

THC（大麻）

ニコチン

腹側被蓋野

　VTA

側坐核における薬物の作用

　ドーパミン　　　　ドーバミン

再取込み受容体　　受容体ノ
マ

レマ

メタンフェタミン
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　腹側被蓋野VTAでは、前頭前皮質などからの興奮系グルタミン酸神経や、抑制系

GABA神経がドーパミン神経にシナプスを形成している。すなわち、グルタミン酸神

経の興奮が伝わるとドーパミン神経が興奮し、GABA神経が興奮すると、ドーパミン

神経の興奮が抑制される。GABA神経の末端にはμオピオイド受容体やカンナビノイ

ド受容体が局在しており、それぞれヘロインやTHC（大麻の主成分）が結合してGABA

の分泌を抑制することにより、ドーパミン神経の興奮性を高める。そして、グルタミ

ン酸神経の神経末端にはnAchRが局在し、ニコチンが結合することによりグルタミン

酸が放出されてドーパミン神経が興奮する。

腹側被蓋野における薬物の作用

μオピオイド

　受容体

●

　　　カンナビノイド

　　　　受容体

　　　　　　疏

ドーパミン

ニューロン

！
／
ー
へ

♪
メ

1アセチルコリン

　　受容休

　実は、nAchRがニコチンによる刺激から数秒で不活化されてしまう。ところが中枢

神経系においては、単回（初回）のニコチン投与が数時間にわたりドーパミンの増加

をもたらすことが知られている。そのメカニズムとして、ニコチンがnAchRを介して、

VTAにおけるグルタミン酸ニューロンとドーパミンニューロンとのシナプスに長期

増強long－tenn　potentiation（LTP）を起こしているviiことが明らかとなっている。ロ『P現

象は、1973年にテリエ・レモとティム・ブリスにより側坐核と密接に関係している海

馬において最初に、毎秒20回の刺激を300回流した前後でシナプスの伝達強度が持続

的に高まる現象として報告されたvii1。　LTP現象自体は中枢神経系のその他の部位でも

観察されるが、海馬や報酬系におけるそれは、行動によって快の情動が生じたことを

記憶して、その行動を強化（学習）するために進化したメカニズムと考えられている。
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すなわちニコチンは、学習のメカニズムを乗っ取ることによって、脳に喫煙行動を学

習させ、タバコに関係する刺激を感じただけで喫煙行動を欲する脳を作り出している

と考えられるのである。

〈喫煙者の脳における反報酬系の活動〉

　喫煙者を含む薬物依存患者が、薬物の摂取によって「快」を得ることができるのは、

実は依存に陥る初期だけと考えられている。通常の生活では生じないようなドーパミ

ンの放出を繰り返すことにより、報酬系は同じ薬物の摂取により以前と同程度の快を

感じなくなり、また、薬物以外の通常生活中の快も弱まってしまうため、通常の生活

に意欲が持てなくなる。加えて扁桃体延長部回路においてストレスへの反応が高まり、

陰1生情動の発生に結びっく。アルコール依存症患者が飲酒を連想させる刺激を受けた

際には、内臓感覚の中枢と考えられている島皮質が発火していることがfMRIにより確

認されているが、ニコチン依存についても、脳梗塞により島皮質が障害された患者が

苦労なく自然とタバコを止めてしまうケースが多いことが明らかとなっているix。す

なわち、最初は単に快を得るために薬物を摂取していた薬物使用者は、不快から逃れ

るために薬物を摂取するようになるのである。

〈依存症に対し社会はどう対応すべきか〉

　01dsらが行ったラットの実験は、スキナー箱と呼ばれる小さな箱にラットを1匹だ

け閉じ込めた環境で行われたていた。その後、ニコチンを含めた薬物の自己投与実験

などが盛んに行われたが、これらは同様の箱の中で行われており、例えば箱の中に水

と薬物入りの水を入れ、ラットが自由に選択できるようにすると、ラットが食事もせ

ずに薬物入りの水を摂り続ける様子などが観察されていた。ニコチンについては、頸

静脈にカテーテルを留置し、ラットが箱の中のレバーを押すとニコチンが自己注入さ

れる状況に置くと、ラットがレバーを押し続けることが観察されている。

　1978年にAlexanderは、通常より200倍広いケージに雌雄のラットを16～20匹入れ、

ホイールやボールなどの遊び場や、自由に交尾ができる環境を整えたところ、ラット

が薬物入りの水を選択なかったことや、薬物依存となったラットがこのクー一ジに移さ

れた後に普通の水を飲むようになったことを報告したX。この研究は最近になり、孤

独と孤立によるストレスが薬物中毒患者の回復を阻害することを動物で示した研究

として注目されている。人間においても、ベトナム戦争中にヘロイン中毒となった兵

士の40％がヘロインを試し、20％がヘロインヰ毒に陥ったが、そのうち95％は帰国後

すぐにヘロイン使用を中止できたことが明らかとなっているX1。

　これらの研究結果は、薬物依存の本質が、反報酬系による不快感を薬物によって一

時的に逃れる行動であることを示している。ニコチンは、このような依存性薬物とし

ての特徴を他の薬物と共有する薬物であり、ニコチンの摂取を目的とした新型タバコ

は、従来のタバコ製品と同様の規制の対象とすると共に、喫煙者を阻害せず、配偶者・
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恋人や家族、友人、地域における結びつきなどを促進して、少しでも容易に禁煙でき

る環境を提供することが重要と考えられる。

iMayer　B，　How　much　nicotWle　kills　a　hunコan’～Tracing　back　the　generally　accepted　lethal　dose　to　dubious

　　selfexperiments　in　the　nineteentll　century．　Archives　ofToxicology　2014；88（D：5－7

1‘国立医薬品食品衛生研究所．毒物劇物の判定基準http：〃www．nills．gojp／law／dokugeki／k加npdf
i
i
i　　http：／／www．saf＞．nite．goJp／ghs／06－imcg－0601．htrnl

iv　By　Ataly－Own　work，　CC　BYSA　3．0，　https：／／commolls．wikimedia．org／w／index．php？curid＝8778716
、’

nlds　J，　Milner　P　Positive　reinlbrcement　produced　by　electrical　stimulation　ofthe　septal　area　and　other

　　regions　ofrat　brain．　Journal　ofComparative　and　Physiological　Psychology　l954；47，419－427．

　　（http：〃www．wadswo［てh．coln／psychology＿d／templates／student－resources／O　l　55060678＿rathus／ps／psO2．html）
v｜

xamazaki　Y　et　al．　Neural　changes　in　tlle　primate　braill　correlated　with　the　evolution　ofcolllplex　motor

　　skills，　Sci　Rep　2016；6：31084
v11

@Mansvelder　HD，　McGehee　DS．　Long　te㎜potenUatioll　ofexcitatory　inputs　to　b［層ain　reward　areas　by

　　nicotine．　Neuron　2000；27：349－357，

v川 aliss　T，　Lomo　T，　Lollg－lasting　potentiation　ofsyllaptic　transmission　in　the　dentate　area　ofthe

　　anaesthetized　rabbit　fbllowing　stimulation　of　the　perfbrant　path．　J　Physiol　1973；232（2）1331－56
‘x

maqviNH，　RudraufD，　Dalnasio　H，　Bechara　A．　Damage　to　the　Insula　Disrupts　Addiction　to　Cigarette

　　Smoking．　Science　2007；315：5314．

x　Alexander　BK，　Coalnbs　RB，　Hadaway　PF．　The　ef允ct　ofhousing　and　gender　on　morphine

　　self二administration　in　rats．　Psychopharmacology　l　978；58：175－179
xi　Robins　LN．Vietllam　veterans’rapid　recovery　floln　heroill　addictiol1：afluke　or　normal　expectatiol1？

　　Addiction　I993；88：1041－54．
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6，タバコ産業の情報戦に打ち勝つには、プレーンパッケージを日本で実現するために

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アドバイザー　望月友美子

　タバコ、特に最も普及しているシガレットは、世界中で20世紀を通じて流通量が

100倍に拡大した消費財である。その爆発的流行によって長期利用者の間に肺がん等

の疾患が増加し、そののちの臨床研究や疫学研究の対象になっていったが、タバコ産

業自らは既に20世紀の半ばにはタバコの害を知っていたことが、内部文書によって

明らかにされている。医学研究の方法論の発展とともに喫煙と疾病との因果関係が確

定されると、そのリスクを根拠に政府の規制が強まることや消費者のタバコ離れが起

こることは、企業経営を脅かすため様々な対抗戦略が立てられ実行に移されていった。

これにより、リスクに見合った政策形成が阻止され、社会におけるタバコ製品やタバ

コ産業の存在価値そのものが正当化され、タバココントロールの進んだ国々と比べる

と日本の状況は三周回遅れと言わざるを得ない。タバコは世界中で年間600万人、日

本だけでも15万人近くの死亡をもたらす、最大の人災であるにも関わらず、抜本的

な規制（製品の製造・流通・消費の過程での介入）ができないできたが、この状態を

リセットしたのが、たばこ規制枠組条約（Framework　Convention　on　Tobacco　Control，

FCTC）であるが、我が国においては完全履行には程遠い［World　Health　Organization，

2015］。この状況を前進させるためには、タバコの健康被害を最もよく知るべき医療

専門家が正しい知識を身につけ、自らの患者のみならず社会や政策決定者への情報発

信や政策提言を行うことで、タバコ産業との情報戦の最前線に立っことが重要である。

厚生労働省が2016年に公表した、いわゆる「たばこ白書」にはこれまでの報告書と

異なり、日本人を対象にした最新の研究成果が厳密な基準にもとついてまとめられて

いる［喫煙の健康影響に関する検討会，2016］。禁煙活動を行う各人が、これらの情

報を武器として、総力戦を上げることが必要である。

　我が国でも世界各国でもタバコ産業が行ってきた情報戦略は、下記のように分類で

きる。

（1）リスクに関する研究成果の否定

（2）研究者の囲い込み、研究会の立ち上げ

（3）有識者・文化人（KOL）の開拓

（4）有用性に関する文化的・財政的主張

（5）メディアを使った情報操作

（6）偽装団体（フロントグループ）

（7）政策形成への介入（ロビイング）

（8）社会的責任行為（CSR）による社会寛容の情勢

（9）新たな価値創造によるすり替え

　それぞれについて、我が国での代表事例を紹介し、対抗策も同時に提示したい。
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日本での事例 対抗策

（1）疫学研究（平山コホート）を

@　否定

メタアナリシスによるエビデンス統合、当事

ﾒ・当時組織による反論の公表

（2）タバコ会社による委託研究、

@　研究助成、学会設立

タバコ産業からの研究費を受けない組織方

jの決定、世論形成、学会監視、利益相反方
j

（3）講演会や学会を通じた容認

@　意見

言論監視と研究・論理による正当な反論、独

ｩの言論空間の確保

（4）新聞、雑誌への記事投稿

（5）民放へのスポンサー、企業広

@　告

メディアリテラシー向上、発信、タバコ会社

ﾌメディアスポンサー禁止に関するアドボ

Jシー（条約13条）

（6）研究会、NPO、ホスピタリ

@　ティ産業組合・協会の設立と

@　支援

分析調査、アライアンス形成による対抗、ネ

bトワーキング

（7）族議員、ロビイスト、公聴会 議員対策、アドボカシー強化、パブリックコ

＜塔g

（8）マナー・灰皿、喫煙所、奨学

@　金

健康問題はマナーで解決できない主張、CSR

ﾌ真の意味についての発信

（9）分煙、ハームリダクション 誰弁を崩す正しい情報提供

　プレーンパッケージは、タバコの本質を消費者や社会に届けるための方策として、

オーストラリア、英国、ニュージーランド、等、多くの国々で実現している政策であ

る［World　Health　Organization，2016］。これまでタバコの害について画像つきの警告

表示をパッケージの大きな面積を占めさせることが求められてきたが、タバコ産業は

残されたわずかなスペースを用いて、タバコの魅力を色やデザインやフォントを通じ

て消費者に伝えることで、警告メッセージの意味を減弱してきた。そこで、タバコ製

品の魅力を消し去ってリスクを直接伝えるための方策として、色やフォントまで統一

したデザインで、産業による趣向を凝らしたパッケージデザインを一切排除する試み

である。そもそも、パソケージとは、最終産物であるニコチンを魅力的に受容させる

ための機能であり、煙、タバコ製品、箱、カートンなどなど、何重にも最終産物がく

るまれている。日本では、タバコの包装表示は、たばこ事業法で定められているので、

現状では消費低減に結びつくようなパッケージ変更は実現困難である。しかも、日本

で特異的に増設されている、喫煙所（分煙の場所）はタバコ産業によるデザインが施

され、中の喫煙者を包み込むパッケージの役割をはたしているともいえよう。従って、

今後の喫煙所の設置にあたり、喫煙所が最も喫煙者に対して情報提供をしうる場であ

ることを鑑み、設置の基準として内外に、海外のような警告表示を義務づける提案も、
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しうるのではないかと考える。今後は、タバコを使用することを非正規化（当たり前

でなくすること）を求めて、情報提供や政策提言を行うべきである。

World　Health　Organization．（2015）．　WHO　report　on　the　global　tobacco　epidemic　2015，　WorId　Health

　　　Organization．

World　Health　Organization．　（2016）．　Plahl　packaging　of　tobacco　products：　evidence，　design　and

　　　　implementation．　World　Health　Organization．

喫煙の健康影響に関する検討会．（2016）．喫煙と健康　喫煙の健康影響に関する検討会報告書．

　　　厚生労働省．
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タバコは人間が作ったとてつもなく
　　甚大な「さけられる」リスク
　　　　　　　　環境にあるリスク

　　　　　　　　　　　’man．made”遺伝と関係する

　　　　　　　自然　　　人的（政府・　　　リスク

　　　　　　　　　　　　産業・社会）

（Da【a　fromTob己cco　AUas　ZO15）

タバコは人間が作ったとてつもなく
　　甚大な「さけられる」リスク

事象⇒研究⇒証拠⇒知識の普及⇒”行動”

　例えば：米国では第二次世界大戦前から肺がんが急増

　　　　　　　　　　　u
1950年代に、喫煙と肺がんに関する研究論文が多数発表

　　　　　　　　　　　u
1954年、知識人に読まれていたリーダーズダイジェストが
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リーダイショック：米国初のタバコ消費抑制
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たばこ産業の反撃（メディアキャンペーン）
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■■■　委託研究は1986年JT民営化に伴い
　　　　1丁鼎娼「唖極剋堂梧空肋団lI7移行

綱大学・研究所の㈹
劃アライアンス形成

≡→暗黙の圧力集団憂］

　M‘，““鱒●1’オ，±袈巳“切悟“‘oo‘慎“■偽o．田傷恒LO・》“目，‘》’，‘
　　　　　　　賄直　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　囎科字研蹴団HPよつ

■■■タバコ企業との連携活動に関する

　　　　　　研究機関・学会の認識

利益相反に関する取り決め（研究機関）

一取り決めなく、連携活動問題なし

一透明性確保されれば、問題なし

一タバコ企業とは連携活動は行わない

20％

53％

4％

タバコ企業からの広告・寄付・後援（学会）

一特に、問題なし　　　　　　　　　　6％
一透明性確保されれば、問題なし　　　　22％

一受けない　　　　　　　　　　　　　35％

　　　　　　　　　　　国立がん研究センター20ユ4－2015調査
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■■■タバコ産業の研究費に学会がNO
　　　　　　　　　　　　　世界医師会宣言

‘…㌫1…梁・・に　犠～漂㌘
〔’　…’　　　　1蒲：；＝　　　　　　日本公衆衛生学会

　　　　　　　　　　　　　日本産業衛生学会
　　　　　　　　　　　　　日本癌学会…

　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　　　　・タバコ産業と健康を守る利益は
　　　　　　　　　　相反する（タバコ製品の致死性）
　　　　　　　　　　　・タバコ産業の干渉により研究の
　　　　　　　　　　自由と公明性公正性が損なわれる
　　　　　　　　　　　・タバコ産業による研究を通じた
　　　　　　　　　　政策干渉により人命が失われる
　　　　　　　　　　　・タバコ産業の研究費により
　　　　　　　　　　学会の科学的信頼性が損なわれる



㊥聴蹴JT　vs　NCC
怜一」⇔フレλ．川＾λ逼恥α鄭よるu孤人明ぴ．μク拍13治

受動喫煙による日本人の肺がんリスク約1．3倍

　　　　　　　頃＊
　　文字ツイズ1払方　損．t嬬11」‘

　　2016／8／31

本ガイドラインは、官僚、栖約隅の管何櫨下「嚇全

ての闇、州．県、市、町村、又は他の公的もしくは準

フレスリリース

∬一問一一・一一・一頴一
　．“こ’…掴丁嫌．．．τr　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2016／8／31

受動喫煙と肺がんに閲わる国立がん研究センター発表に対す
るJTコメント　　　　　　　　　　　　　　　　　　　たばこ

国立がん研究センター

泰一ム｝吏ザ皿㌔魍榎垣と田がんに閲．．る∬コメントへO賠

惰報量供

受動喫煙と肺がんに関するJTコメントへの見
解

の全ての代斑人に適用される．た‘まこ規鮒顧の策

定と実施、及びそれらの政婚をたばこ産蓑の利益か

ら巌漫ナる二㊤に責任を負う政府嶺鳳行政．立法、

及び司法）はいずれも．鯛酷柚うべきであ
る．

指針となる原則

原用1：たばこ良票と公険筒生政憤の簡には、楓本

鋤、つ櫓蹴し、科書の対立が紺る．

たばこ産藁は、常習性があり、疾●や死亡の原顕と

なり，また貧田の壊加など嫌々な社会思を引き起こ

すことが科学的に実旺されている製品を生蔵し、阪

売促追してい輪このため、日紅頚は、たばこ規厨の

ための公衆融政策の醐定及び実施を可熊な限り，

たばヱ鋤も賭すべきでぬ

　　　　　勧告
（3涜ばこ庄禽とのパートナーシツブや．梅東力叉は

法的強閉力のない協窟を拒否する．

喫煙と健康

　　　　　　情報と情熱は武器

各人竃伝道師（伝闘士）と つて

　　　引き起こされるタバコ病
喫煙が引き起こす疾患　　　　　　　　　受動喫煙が引き起こす疾患
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lt，s　all　about　behavior．

Johns　Hopkins　Unlvers‘ty

」ack　HennlngWeldr　2014

“より依存性の高い製品を作り、タバコの消費開始を増や

すために、行動科学はタバコ産業に乗っ取られている。

タバコ産業は、シガレットに含まれるニコチンや他の成分

　の強化作用、弁別作用、誘発刺激作用に影響を与える

内的因子と外的因子について広範囲に研究してきた。”

　　　　変貌するたばこ製品
　　　　　Changing　Cigarettes
シガレットの変わらぬ本質＝「消費者に（依存性物質）ニコチンを

　　送違するたばこ由来の製品」（米国公衆衛生総監報告書川o）

　「シガレットはフロダクト（製品）というよりもパッケージとみなすべきである。

　　シガレットは多くのパッケージ層から成り立っている。カートンがあD、

カートンには箱が含まれ、箱にはシガレットが含まれ、シガレットには煙が含まれる。

　煙が最終ブロダクトなのである。喫煙者は自らが求めるものに到達するまでに、

　　　これらのパッケージ層をすべてはがしていかなければならない。」

「1服の煙はニコチンの伝遠手段である。煙はニコチンの伝達手段として最適であること

には疑いの余地もない。シガレットの箱は＝コチンの1日供給量の貯留庫と考えてみよ。

　　　シガレットはニコチンの］回用量の取り出し器と考えてみよ。」

’◎’

平均的なたぼこ1本には｜0－14mgのニコチンが含まれ〔Kozlowski　Ct　al．1998｝、

　喫煙により、1・1．5mgが体内に吸収される（8enowiロ“ndla〔ob　I984｝。

何故パッケージが重要か

ブランド差別化

社会的可視化

衣服の一部

広告効果
ll．；：・晶ζ∵1：

｝；二．1・　1

最前線オーストラリアの警告表示の進化・深化

プレーンパッケージ

”バツジプロダクト”

本質を覆い隠すため Everybody　kmws？

World　No　Tbbacco　Day　2016 　　　　　　　プレーンパッケージの根拠

　　　　　　　FCTC第U条ガイドライン
パッケージに、標準的な色とフォントで製品名を提示する以外に、

ロゴ、色、ブランドイメージ、販促情報を使用することを禁じる

　　　　　　　　　　目的

　　　1．たばこ製品の魅力を減退させる

2．広告・販促の一形態としてのたばこパッケー

　　　　　　ジの効果を排除する

3，ある製品は他の製品よりも書が少ないかもし

れないと示唆するようなパッケージデザイン技術

　　　　　　　に注意を向けさせる

　　4．健康警告の認知度と効果を高める
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プレーンパッケージを実現する国、続々

Iobacco　Plain　Packagin9，2016

◎穴亡ぷ罷 旭【1‘M匂C胴｛　　　㎏■r“mo■●rh“Pフ〃b‘t．｜Ψノ1▼FCWq

【酬“㈱泳飾

国立がん研究センター調査2016
　　　　h口p：／／ww．ncc．gojp加ノlnformotlon／pdf／ρres5，rgl已ase・20】6053D．02、pdf

たばこ瞥告表示（注意文割について国島意■アンケート■査結巣の概要

国民の大多数は画像付き警告表示を支持
乎成28年4月にインターネット・アンケート斑画を実薦し、2，440人力ら回答奄得た．結果の祇要は

次のとおりである辱　　　　〔喫煙者1000、前喫煙者500、非喫煙者500、未成年者440）

喫煙暫掴良示栓口■し、寝示内書奄跨⑦効果が大きし妨は、■●つ唐の笛歯■示．例えば「肺

がん」では、喫燈書の58％が画像つきを1位に遇択い㌔

口髄不快・不庖切と■賠るかどうかは、口見が分かれる．

書告表示の面積割合萱大きくずることについては、唄燈吾の47鵯、成人全体の72％が賛成．

大きな字でシンフルな文書にすることは、喫煙書のS6⑱6、威人全体の7S％が質成．

警告衰示に函甑入れるこ七は、関里唱Φ半数近く、成人全体の70％冨鞄鴎。反対は嘆燈酒

でも20％と少ない．

紐別の酉像には不快’不逼切と思うものがあっても、書告表示に五像登入れることにば員成．

一方、財務省パブコメでは…（2016／6／17－7／1g）

・喫埋と促康に関する適切な情報提供という観点がらは、提供．間報が消貴者に正確に受け止められるように

　　　　　するとと宅に，過度に不快感を与えないようにすることが必要

　　・画像を導入した鰭外固における導入効果等について粉に検証した上で、今後、検討

　　　・髄たばこが自動販売機や壊造たばこ以外の両部を扱う店赫でも販売されており、

　　　　製造たばこのパッケージは喫煙暫以外の目にも触れることとなるためト

　　　画像を用いた注意文亘表示の導入については，流適や販売方法と一体的に検肘

　　　　　く現行表示例〉　　　　　　　　（見直しイメージ〉

　　　　【胴　西】　　　　　　　【後田｝　　　　　　　　　【廟薗】　　　　　　　【後皿｝

注意文言表示（健康警告）の目的は？

⇒消費減少であるはず、違うのか財務省？？

　　　　　・喫煙と健鷹に関する適切な情報提供という観点からは，

　　　提供桐報が消貴番に正確に費け止められるようにするとと琶に，

　　　　　　遁度に不快感を与えないようにすることが必要

⇒不快でも受け入れられている、不快はリスク認知の現れ

・画徽を導入した踏外国における導入効果馨について十分に検旺した上で、今後，検肘

⇒感情惹起は禁煙動機を増強、リスク認知を上げる

　　　・敗造たばこが自動販亮機や製造たばこ以外の商品を扱う店舗でも販売されており，

　　　　図造たは．このパッケージは喫埋者以外の目にも触れることとなるため、

　　　　画偲を用いた注恵文言表示の導入については、流通や販売方法と一体的に検討

⇒公衆、特に未成年への訴求効果、喫煙の非正規化、販売方法変更

　　　　　日本の政策、MPOWER通信簿
　禁煙環境、キャンヘーン、広告禁止が「不可」
τHESτ灯EOF　SELE⊂TED丁OBA⊂CO　CONτROL　POU⊂IES　INτhEWORLD，　ZOI4

日本におけるプレーン

パッケージ実現のために
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・タバコ産業は20世紀型手法＋イノベーションで

攻めてくる（loT）

・21世紀型製品の登場を前提に政策を組み直す

・＝コチン依存・依存ビジネスを見誤らない

・最も八イリスクの子供と喫煙者ファーストで政策自

体もパッケージ化する

・製品本質を表すパッケージ・流通規制を実現させる
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